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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 商工総務費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 商工総務費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～ 令和 5年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　商工業振興にかかる各種費用の適切な執行を継続する

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

商工総務事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　商工業振興 







内容 

１　事業の実施内容 

　⑴　市民祭式典で商工観光功労者を表彰する際に渡す記念品費 

　⑵　創業支援事業・空き店舗活用事業審査会　報償費　費用弁償 

　⑶　課内で使用する事務消耗品費 

　⑷　名刺印刷代 

　⑸　工業団地防火管理協会管理費 

　⑹　工業団地緑地管理費 

　⑺　先進地視察土産費 


効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

1,363

令和　２年度 決算

3,640

1,363

0

2,277

0

0

令和　３年度 決算

2,715

438

0

0

0

2,277

7,590

438

2,277

2,277

0.300

0

0.300

0

0

0

1,140

0

0

0

0

0

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

1,140

2,277

0

0

613

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

1,750

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,268

1,750

0

令和　４年度 決算

3,417

令和　５年度 決算

2,131

613

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 計量検査事務費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 計量検査事務費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成20年度 ～

根拠法令要綱 計量法

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

計量法に基づく計量器定期検査や計量思想の啓発を通して、適正な計量の実施を確保することで、市民生活の
安定に寄与するものである。 

定期検査の対応は資格を有する計量士に委託して実施しているが、市民からの問い合わせ等に対応するため、
担当市職員も計量行政及び計量業務への正しい知識の習得が課題である。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

計量検査事務事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　計量器定期検査の実施や計量思想の普及啓発をとおして、適正な計量の実
施を確保するもの。また、これをもって計量法の目的である経済の発展及び
文化の向上に寄与するもの。 






内容 

　⑴　特定計量器定期検査 

　　ア　集合場所検査（１４日間実施、７５４台） 

　　イ　追加検査（３日間実施、検査個数：７６個） 

　　ウ　所在場所検査 

　　　(ｱ)　大型はかり（５日間実施、検査個数：２２個） 

　　　(ｲ)　小型はかり（７日間実施、検査個数：６７７個） 

　⑵　立入検査 

　　　商品量目立入検査（２日間実施） 

　⑶　計量思想の普及啓発 

　　　計量記念日事業として計量思想の普及啓発ポスターを掲示 






効率指標

定期検査実施日数

定期検査受検個数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1,500.000 1,500.000

30.000 30.00029.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

30.000

1,566.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

効率指標

30.000

その他

1,500.000 1,529.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

日／年

台／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 906 906

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

102%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

1,655

令和　２年度 決算

4,234

1,655

0

2,579

0

0

令和　３年度 決算

4,781

2,202

0

0

0

2,277

7,590

2,202

2,579

2,277

0.300

302

0.300

0

0

0

1,870

0

0

0

0

0

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

1,870

2,579

1,239

1,452

0

2,424

1,518

0.200

0

0

1,230

990

1,518

0.200

70

2,424

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

4,714

2,290

0

令和　４年度 決算

4,449

令和　５年度 決算

5,115

2,691

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　商店街で実施する個性ある集客イベントや共同で行う販売促進活動へ
の支援を通して、多くの市民や観光客が訪れる魅力ある商店街づくりを
図るもの 



内容 

1　商店街まちおこし事業 

　 個性ある誘客イベント事業（事業費が50万円以上）に対し、開催に要
 する経費の1/3を支援 

　・8件 



2　商店街活動強化事業 

　 共同で行う販売促進活動に要する経費の1/3を支援 

　・4件 



3　商店街賑わい創出事業 

　 歩行者天国を実施する誘客イベントに要する経費の1/2を支援 

　・2件 


効率指標

補助金交付件数

①

継続事務事業

商店街団体等数

事業概要

令和 5年度

こだわりのある商店街づくり事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・松本市商業ビジョンの中間見直し結果にあわせ、令和７年度から補助制度の見直しを実施予定 

・DXやゼロカーボン等に向けた取組みについては補助率や上限額を優遇することを検討

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市商店街活動振興事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別昭和62年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ こだわりのある商店街づくり事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ こだわりのある商店街づくり事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

7,119

6,360

0

令和　４年度 決算

6,335

令和　５年度 決算

5,324

4,565

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

6,360

759

5,576

759

0

0

4,565

759

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

5,576

0

0

0

0

0

5,100

759

759

0.100

0

0.100

0

0

令和　３年度 決算

5,859

5,100

0

0

0

759

7,590

2,595

令和　２年度 決算

3,354

2,595

0

759

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

78%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

団体

件／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

14.000

その他

令和　６年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

60.000

16.000

達成度

60.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

58.000 58.000 0.000

18.00014.000 18.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 中小企業振興費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 中小企業振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

中小企業に対する基礎的な支援を継続するとともに、経済をとりまく環境の変化をとらえ、臨時の支援策等を
行う

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

中小企業振興事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市商業ビジョン（Ｒ元年度～Ｒ10年度）及び松本市経営発達支援計画
（Ｒ２年度～Ｒ６年度）に基づき、中小企業並びに小規模事業者に対し、経
営指導、持続化支援等の支援を実施するもの 








内容 

１　景気動向調査　 

　　景気動向調査　１２回、特別調査　１回 

２　中小企業能力開発学院 

　　自社内で研修を行うことができない中小企業に対し、専門知識、 

　　技術を習得するための講座開催支援 

３　小規模企業指導事業 

　　小規模事業者の経営発達支援を積極的に行うため、商工団体が 

　　行う伴走型の経営指導に対し支援 


















効率指標

経営発達支援計画に基づく事業計画年間策定数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

260.000 165.000260.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

261.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和１０年度

成果指標

効率指標

266.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 906 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

158%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

21,610

令和　２年度 決算

23,887

21,610

0

2,277

0

0

令和　３年度 決算

700,286

698,009

0

656,565

0

2,277

7,590

41,444

2,277

2,277

0.300

0

0.300

0

0

0

447,116

60,090

361,395

0

0

0

0

0

0.800

0

0

6,072

0

0

25,631

6,978

0

0

20,880

2,277

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

20,660

2,277

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

22,937

20,660

0

令和　４年度 決算

454,094

令和　５年度 決算

23,157

20,880

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和2年度以降の増減は、新型コロナウイルス関連、燃料高騰関連の支援金によるもの

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市商業ビジョン（R元年度～R10年度）に基づき、中心市街地の活性
化並びに松本市全体の商業振興を図る 





内容 

１　市民祭松本まつり（負担金） 

　　市民祭の商業部門「松本まつり」の事業費の一部を負担 

２　松本あめ市（負担金） 

　　中心市街地活性化のため事業費の一部を負担 

３　中心市街地活性化事業（負担金） 

　⑴　回遊性向上に繋がる事業に対し支援 

　⑵　中心市街地の空き店舗・空き地調査 

４　商店街歩行者通行量調査（負担金） 

　　大型店出店の影響や商店街の繁栄度を示す基礎調査として 

　　経費の一部を負担 

５　松本商店街連盟（補助金） 

　　中心市街地の商業振興に寄与する団体の事業費を助成 

６　松本商工親和会連合会（補助金） 

　　郊外地域の商業振興に寄与する団体の事業費を助成 

７　商店街等共同施設設置事業 

　　商店街団体等が街路灯等を設置・修繕する事業を助成 

８　空き店舗活用事業 

　　空き店舗を解消するため、空き店舗を賃借して出店する場合の 

　　家賃の一部を助成 




効率指標

空き店舗活用事業補助件数

① 中心市街地の歩行者通行量

② 松本市中心市街地入居店舗率

①

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

商業振興事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

令和5年度に商業ビジョンの中間見直しを実施した。引き続き各施策の必要性を検討しながら商業活動の振興
を行う。 増大削減 維持

コスト

○

前年度の結果

事業１ 商業振興事業費総
合
計
画

今後の見込み

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 商業振興事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 02

令和10年度

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課担当所属

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

施設種別 経常経費

事業種別平成31年度 ～

01

項 01

継続
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【指 標 の 推 移】

①

①

単位

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

②

①

②

③

50%

83%

98%②

人／日

％ 91.800 92.000

②

対象指標

活動指標

114,424.000 130,000.000 138,000.000

件

成果指標

令和１０年度

90.100

6.0003.000 6.000

90.000

効率指標

R 3年度実績 目標年度

8.000

104,413.000

90.600

6.000

101,139.000

令和　７年度

令和１０年度

R 4年度実績

維持

上昇

③

①

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

縮小

達成度

今後の見込み

◎内容評価：空き店舗活用事業補助金、まつもとチャレンジ起業相談室、創業者向け補助金・創業者向け融
資、フォローアップ面談など賑わい創出に向けた各種取組をはじめ、基盤となる調査業務等は、継続的に取り
組む必要があると考えます。ただし、それはルーティンワークではなく、"商業の在り方やまちの在り方が変
化して行くことを把握するため"、"新規支援事業等の仮説検証やプロトタイプ構築するため"の発展要素であ
ることが前提です。

◎指標の設定について：事業内容や指標は常にアップデートしていくことが必要になります。従来の計画行政
やPDCAマネジメントは一度指標設定すると変更がしづらい（できないと思い込まれている）ので、必要に応じ
て新規指標を追加してください。例えば、既に存在していますが、オンラインショップが一次的にモニター調
査やイベント的に行うような店舗、XR（VR/MR/AR）等を活用したヴァーチャルな店舗、キッチンカーのような
移動店舗など今後新たな店舗形態などが出現します。後述しますが、これらが賑わいを創出するならば空き店
舗活用の支援とすることも考えられます。

◎今後の方向性：上記指標にも記載しましたが、これらはチャレンジショップに近く、最近では「夜空にアイ
ス 松本店」（https://www.web-komachi.com/?p=165673）のように首都圏からの短期間(1ヶ月単位など)や季
節限定の出店などもその一形態です。今後は、クラファンのリアル店舗支援（試作品展示や実施者とのリアル
対話など）、学生等の起業チャレンジに対する伴走支援拠点など新しい形態などがまだまだ考えられます。そ
れら新規を取り上げ、推進できるような計画や指標設定をお願いします。

◎追記1：行政と商工会議所の役割分担：行政には規制の緩和と創造的ビジネスの創発が可能な枠組みや環境
（法制度･条例含む）づくりを、商工会議所には次世代に対応可能なビジネスへの支援･伴走を求めます。ルー
ティン･現状維持の時代（人口増社会）は終わりましたので、いずれの組織においても変化に適応できる職員
育成をしながらそれぞれの役割を果たす必要があると考えます。

◎追記2：パルコの空き店舗利用
仮定の話となりますが、交流と学びを中心に若者から大人が集まれる拠点の構築が望ましいと考えます（イオ
ン等との差別化）。松本市には周辺市町村が整備する市民交流センター機能が不足しています。また大人がリ
カレント･リスキリングなど新ビジネス創造の学ぶ拠点も不足します（e.g.塩尻市えんぱーくやDxセンターな
ど、サザンガクは残念ながら場所や施設のキャパ等に当初より問題がある）。ただし、商業施設を作って人を
集めるのではありません。例えば、若者の居場所（e.g.韮崎市ミアキス）を創ること、大人の遊び･ビジネス
の隠れ家（e.g.塩尻市のスナバ）のような場所があって、そこからスピンアウトしたり、チャレンジショップ
が入って学びをするような場所が理想です。これらがあることで、地域に愛着を持った将来人材育成も兼ねた
ビジネス創出に繋がる可能性があります。

成
果

二次評価（外部評価）

コスト

削減 維持 増大
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【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

千円

千円

千円

12,581

0

単位

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和2,3年は新型コロナウイルス感染症による事業中止があった

11,580

0

令和　４年度 決算

16,376

7,590

令和　５年度 決算

15,357

11,562

0

令和　３年度 決算

7,817

4,022

0千円

令和　６年度 予算

3,795

0.500

0

0

0

0

3,795

0.500

11,580

3,795

12,581

3,795

0

0

11,562

3,795

0

0

0

0

3,795

15,375

0

0

0

4,022

3,795

3,795

0.500 0.500

0

0.500

3,795

7,590

4,981

令和　２年度 決算

8,776

4,981

0

3,795

0

0

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

0

0

0

0

0

0

正規職員

人員

7,590

千円

千円

千円

千円

千円

事業費

特
定
財
源

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0

一般財源

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

一次評価 B

その他

地方債

受益者負担

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

0 0

会計年度(フル、1・2類)職員 0 0

0会計年度（３類）職員

その他職員

0 0

0

0

評
価 Ｂ

【総合評価】
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 創業者支援事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 創業者支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成31年度 ～ 令和10年度

根拠法令要綱 松本市創業支援事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

移住創業者が使いやすい補助制度への見直しを進めるとともに、各地域の状況や事業承継に対する課題を反映すること
を検討し、松本市商業ビジョン中間見直し版において重点事業に掲げた「創業・移住・事業承継をマッチングさせる支
援体制の構築」を進めます。 

また、県が設置する「信州スタートアップステーション」やスタートアップ関連イベントとの連携強化を現在進めてい
ます。県と市の役割を明確にしたうえで、県の施策との連携及び差別化した取組みをしていくことで、市内におけるア
ントレプレナー育成と集中的伴走支援を図ります。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

支援を受けた事業者の５年後事業継続率

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

創業者支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　意欲ある創業者が円滑に創業し自立することができるように、対象と
する経費に対して補助をするとともに、伴走型の支援を行うもの 



内容 

１　新規開業家賃補助事業 

　　新規開業者が店舗を賃借して開業する場合の家賃を補助（2年間） 

　　補助率　1年目　家賃の3/10（上限8万円/月） 

　　　　　　2年目　家賃の2/10（上限6万円/月） 



２　新規開業支援利子補給事業 

　　新規開業者が開業にあたり市や県の制度資金等で創業支援向け融資
　を利用した場合の利子を補助（2年間） 

　　補助率　1年目　利子相当額 

　　　　　　2年目　利子相当額の2/3 


効率指標

新規創業支援件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

42.000 48.00048.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

51.000

93.900

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

令和１０年度

効率指標

49.000

その他

94.300

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

93.900 95.000 95.000

単位

件

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,208 1,208 1,812 1,812

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

99%

活動指標の増減維持理由

0

0

88%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

38,476

令和　２年度 決算

50,612

38,476

0

12,136

0

0

令和　３年度 決算

50,524

44,762

0

0

0

10,626

7,590

44,762

5,762

4,554

0.600

1,510

1.400

0

0

0

40,404

0

0

0

0

0

0

0

0.500

0

0

3,795

0

0

40,404

5,003

0

0

34,198

3,330

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

35,870

3,330

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

39,200

35,870

0

令和　４年度 決算

45,407

令和　５年度 決算

37,528

34,198

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由
新型コロナウイルスの影響下において創業者への支援を強化するため、以下のとおり家賃補助1年目補助率の引き上げを実施。 

・R2.1.1～R3.3.31に開業した事業者…6/10(上限16万円/月) 

・R3.4.1～R4.3.31に開業した事業者…5/10(上限14万円/月) 

・R4.4.1～R5.3.31に開業した事業者…4/10(上限12万円/月)

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　中小企業者が事業経営に必要とする資金を円滑に調達できるよう、市制度
及び県制度資金の融資あっせんと、制度資金を利用する際に必要な信用保証
料及び一部資金の利子について支援するもの 





内容 

１　中小企業金融対策資金信用保証料補助 

　　中小企業者が制度資金を利用し、事業資金の借入をする場合に、その
　借入がスムーズに行われるよう「公的な保証人」となる保証制度を利用
　したとき、中小企業者が支払う保証料に対し支援 

　・市制度資金　２０８件（Ｒ６．１月末実績） 

　　保証料の４／５を市が負担 

　　（ただし、セーフティネット保証に該当する場合は全額負担） 

　・県制度資金　１５６件（Ｒ６．１月末実績） 

　　保証料の２／５ずつを市と県が負担 

　　（ただし、セーフティネット保証に該当する場合は１／２ずつ負担） 



２　中小企業金融対策資金利子補給　２，９００件（見込み） 

　　市制度資金７資金について、中小企業者が支払う利息に対し支援 

　　期間　３年間 

　　利子補給利率　０．２％～１．６％ 







効率指標

あっせん申込件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

中小企業金融対策事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

Ｒ５年度においては、経済活動レベルが一定の水準まで戻ってきたと判断し、拡充していた貸付利率を通常に
戻した。経済動向を注視し、状況に応じた制度資金になるよう見直しを検討していく。

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市商工業振興条例施行規則

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～ 永年

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 中小企業金融対策事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 中小企業金融対策事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

据置等により回収が進まず貸出残高が減少していないため（「その他」で計上している預託金を、年度末の貸出残高（融資額－回収額）を
基に算出している。）。令和５年度にコロナ資金の回収が進んだため、予算額は減少見込み。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

5,255,928

5,242,290

0

令和　４年度 決算

6,482,733

令和　５年度 決算

6,593,518

6,579,880

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

9,108

1.200

0

0

0

5,090,870

9,108

1.200

151,420

13,638

479,095

13,638

0

6,458,606

121,274

13,638

0

0

1.200

0

0

9,108

0

4,870,000

0

6,469,095

0

0

0

0

5,990,000

546,485

18,935

11,385

1.500

9,966

1.000

0

0

令和　３年度 決算

5,435,420

5,416,485

0

0

0

7,590

7,590

1,453,696

令和　２年度 決算

6,445,252

6,427,696

0

17,556

0

4,974,000

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

7,550 4,530 4,530 4,530

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

844.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

1,082.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

500.000500.000 500.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的
　市内の工業団地の適切な維持・管理を行い、産業振興に寄与するもの

内容
１　大久保工場公園団地管理会館管理
　　大久保工場公園団地管理会館の適切な維持・管理
　　令和５年度　大久保工場公園団地管理会館会議室利用件数10件

２　工場団地敷地貸付事業
　　工場団地内の松本市所有地の貸付

３　工場団地内敷地管理事業
　　工場団地内の市有地について、除草、伐採、沈砂池汚泥処理等の管理

効率指標

大久保工場公園団地管理会館会議室利用件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

工場団地管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

特に耐震対策は実施済みであるものの、築年数が長い大久保工場公園団地管理会館については、維持コスト
が増加していく課題があるため、利用実態や施設の必要性等について、引き続き組合と協議していく必要が
ある。

○

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市大久保工場公園団地管理会館条例・施行規則

地域区分 予算要求区分施設種別 その他施設 経常経費

事業種別昭和49年度 ～

総
合
計
画

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 工場団地管理事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 工場団地管理事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

13,597

11,630

0

令和　４年度 決算

13,021

令和　５年度 決算

15,271

12,700

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

11,630

1,967

10,450

2,571

0

0

12,700

2,571

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

10,450

0

0

0

0

0

11,220

1,665

759

0.100

906

0.100

0

0

令和　３年度 決算

12,885

11,220

0

0

0

759

7,590

11,640

令和　２年度 決算

13,305

11,640

0

1,665

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

50%

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

R3～R4にかけて、大会議室の継続的な利用があったため（コロナ禍による企業のサテライトオフィス利用）

0

0

0

906 1,812 1,812 1,208

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

202.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

71.000

達成度R 4年度実績

コスト

削減 維持 増大

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

維持

上昇

今後の見込み

縮小

20.000

二次評価（外部評価）

◎内容評価：40年以上が経過する中で、根本的に見直しは必須かと考えます。例えば、社会変化を考慮する
と貸し会議室のニーズが減っていますし、会議室に求められる機能も変化をしています。会館を中心にセミ
ナー、ビジネスマッチング会などをリアルベースでの需要もさほど多くないことを考えると会館の役割はあ
る程度完了していると考えます。
◎指標：そもそも会館の目的は、団地入居企業のビジネス振興であり、ビジネスマッチングや産学連携相
談、補助金申請等の支援など現場に近いところでの支援が大目的かと考えます。貸し会議室はそのごく一部
機能であり、前述の目的に対しての寄与率は極めて小さいと考えます。これを代表的な活動指標にすること
は妥当と考えにくいです。ロジックモデルを再度創り直して指標設定をする必要があります。ただし、内容
評価に記載したとおり、会館の役割は一度区切りがついたものと考えます。
◎今後の方向性
前述したように会館の役割はある程度完了していると考えられることから、事務管理等は市として引継ぎ、
別用地活用することも考えられます。ただし、会館を利用し続けるのであれば、根本的に施設目的を変更す
る必要があると思います。
例えば、近年はコロナ禍を経て、オンライン会議が日常的に浸透したことから集合会議等は減少しています
が、だからこそ集合のメリットがあるワークショップ等の企画、試供品イベント、リアルスペースが必要な
ベンチャー/スタートアップのためのミニオフィス･登記先などにこれらスペースを活用することが増えてい
ます。松本市は市域が広いためサザンガクだけではなく、各地にある行政施設（産業以外も含めて）も含め
て総合的に活用を検討することが望ましいと考えます。
なお、施設老朽化に対するリノベーションも様々な観点で有効です。その際、費用が多少かかりますが、例
えば大学や専門学校と連携する、建築やアート系と協業する、団地内企業のみなさんとスペースデザイン検
討してコワーキングを創るなど様々なパターンがあり得ます。
◎追記：現時点ではウェブで調べても会館の会議室利用手続きに関する情報がほぼ得られませんでした。ど
のような機材が使えるのか、什器や空間キャパシティ、利用日、申込の仕組み、駐車場や交通アクセスはど
うなのかなど非開示では何もスタートしないと思われます。

10.000 20.000

成
果
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【事 業 の 評 価】

一次評価 B

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

【総合評価】

評
価 Ｂ
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　市内中小製造業者の活性化に資する各種支援施策に必要な負担金及び補助
金の交付をするもの 



内容 

１　ビジネスタイアップ商談会 

　　諏訪圏工業メッセ参加企業への支援（出展料負担） 

　　※出展社数：341社　来場者数：20,230人 



２　中小企業総合展 

　　テクニカルショウヨコハマへの出展補助 

　　※出展社数：807社　来場者数：18,176人 



３　まつもと広域ものづくりフェアへの負担金 



４　松本機械金属工業会への運営費補助 



５　工業団地分譲地購入費、工場の新増設等に伴う建物・設備の固定資産 

　税（3年間）、緑化工事費、福利厚生施設建設費、空き工場を借用する場 

　合の賃借料等に関し、その一部または全部を補助 


効率指標

まつもと広域ものづくりフェア来場者数

展示会への出展件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

工業振興事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・展示会やイベントが通常開催となり、来場者数は増加した。 

・対面で自社製品・技術をPRする場は、中小企業者の販路拡大に効果があるため、支援を継続していく。 

・各支援制度のPRを行い、展示会へ出展する新規企業を増やしたい。

○

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 工業振興費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 工業振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

企業立地助成金の補助対象企業が減少したため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

13,189

12,430

0

令和　４年度 決算

106,672

令和　５年度 決算

28,650

27,891

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

230

759

0.100

12,200

759

105,913

759

0

193

27,698

759

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

105,913

0

0

0

0

0

107,954

759

759

0.100

0

0.100

0

0

令和　３年度 決算

108,713

107,954

0

0

0

759

7,590

137,321

令和　２年度 決算

138,080

137,321

0

759

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

96%

82%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

人

件

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

2,170.000

その他

9.000 9.000

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,250.000

4.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

2,700.000

11.000

2,675.000 2,800.000

10.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　物産展等の開催や出展等による地場産品の販路拡大や新商品開発等による
新たな需要の喚起、伝統産業の技術を継承できる後継者の育成等により地場
産業の振興を図るもの 



内容 

１　ものづくり伝承事業 

　⑴　地元イベントや県外物産展等の開催、出展及び事業者の出展支援 

　　　R5県外物産展出展回数　5回（藤沢2、福岡、名古屋、二子玉川） 

　⑵　後継者育成助成による後継者の確保や体験講座等による伝統産業を 

　　周知し、理解を深めるための事業の実施 

　⑶　その他の支援（分野別） 

　　ア　松本スイーツ開発・普及事業 

　　イ　松本家具工芸協同組合 

　　ウ　松本地酒振興協同組合　ほか 

　　　　イベントの後援、PR支援等 



２　イベント開催 

　　地場産品の振興につながるイベントの開催 

　　・信州・松本そば祭り（10月） 



３　その他 

　　ＥＣサイトでの販売を行っていたが、在庫管理や配送等の事業者対応が
”難 
しく、現在は出品休止中 


効率指標

イベント参加・主催数

後継者育成助成件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

地場産業振興事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・事業者からの物産展開催の要望は一定数あり、今後も県外を中心に実施を継続 

・首都圏における物産展として二子玉川で初開催。ワークショップ等のイベントを実施。販売のみではなく、
様々な形で松本市の魅力を伝えることができた。出展者アンケートから、広報や会場レイアウト等に係る反省
点が挙げられたため、次年度開催時には改善できるよう取り組む。 ○

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 地場産業振興費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 地場産業振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・クラフトの街推進事業として、R4年度からクラフトフェアの負担金が地場産業振興事業から抜けたため、トータルコストが減少した。 

・首都圏の物産展会場が二子玉川に変更になったこと、そば祭りが5年ぶりに開催されたことにより事業費が増加した。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

22,768

19,430

0

令和　４年度 決算

8,087

令和　５年度 決算

22,031

18,693

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

19,430

3,338

4,749

3,338

0

0

18,693

3,338

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

0

4,749

0

0

0

0

0

8,699

6,823

5,313

0.700

906

0.400

0

0

令和　３年度 決算

15,522

8,699

0

0

0

3,036

7,590

10,320

令和　２年度 決算

14,262

10,320

0

3,942

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

71%

0%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,510 302 302 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

件／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

4.000

その他

0.000 0.000

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

4.000

2.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

7.000

1.000

5.000 7.000

1.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 企業事務所等誘致事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 企業事務所等誘致事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成 6年度 ～

根拠法令要綱 松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・現在は継続分2件のみ（令和5年度で終了）であるが、来年度に向けた具体的な相談があった。 

・今後も積極的にPRし、松本市への誘致を図る。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

事務所誘致件数（累計）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

企業事務所等誘致事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　企業が松本市に事業所を設置することに対する支援を行い、雇用機会の確
保及び地域経済の発展を図るもの 



内容 

１　企業事務所誘致事業補助金 

　⑴  補助対象者 

　　ア　東京、大阪、名古屋証券取引所並びに新興市場に株式を上場して 

　　　いる企業 

　　イ　上記企業の関連企業（⑴の企業が株式の１／２以上を保有） 

　　ウ　東京、大阪、名古屋の各証券取引所並びに新興市場に株式を上場 

　　　できる企業 

　⑵  補助対象経費及び補助額 

　　ア　取得の場合 

　　　　事務所開設後３年分の固定資産税（土地、建物）相当額 

　　　　（中心市街地の場合は５年分） 

　　　　限度額　１，０００万円／年 

　　　　（中心市街地の場合は、４年目以降は６００万円／年） 

　　イ　賃貸の場合 

　　　　事務所開設後３年分の賃借料の１／２相当額 

　　　　（中心市街地の場合は５年分） 

　　　　限度額　８００万円／年 

　　　　（中心市街地の場合は、４年目以降は４００万円／年） 




効率指標

企業事務所等誘致事業補助金交付件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

2.000 2.0001.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2.000

30.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

2.000

その他

30.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

30.000 31.000 32.000

単位

件／年

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

94%

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

9,059

令和　２年度 決算

9,818

9,059

0

759

0

0

令和　３年度 決算

7,832

7,073

0

0

0

759

7,590

7,073

759

759

0.100

0

0.100

0

0

0

5,568

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

5,568

759

0

0

2,784

759

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

0

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0

0

令和　４年度 決算

6,327

令和　５年度 決算

3,543

2,784

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人

1051



事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 負担金

目 02

事業１ 産業創発支援事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 産業創発支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成30年度 ～

根拠法令要綱
松本市製造業等活性化支援事業助成金交付要綱、松本市製造業等販路拡大支援事業補助金交付要綱、 

松本市製造業等人材育成事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・食料品製造業については国の支援もあり一定の進捗がある。 

・産業用機械分野は、研究会がスタートし、自動化診断やセミナー等を実施しやや前進 

・コロナ禍後は、販路拡大支援を拡充したことにより、海外向けの展示会に出展する企業が増加した。 

・引き続き各種支援を通じ、企業の産業創発力や生産性向上を図る。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

補助金活用による事業化、製品化割合

② 補助金活用による国内外への販路拡大企業数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

産業創発支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　平成30年に策定した「松本市工業ビジョン」(計画期間：平成30年～令和9
年)に基づき、重点産業の推進や新製品開発、販路拡大等の支援、ＩＣＴの
活用推進等により、産業創発力の向上や生産性の向上等、製造業の活性化を
目指すもの 



内容 

１　工業ビジョン推進（松本ものづくり産業支援センター） 

　　松本市工業ビジョンに掲げる重点産業（食料品製造業、高度な産業用 

　機械分野）の推進に、松本ものづくり産業支援センターを中心に産学官 

　が連携して取り組むもの 



　　令和2年度に経産省の支援を受け地域中核企業への補助金を新設 

　　令和3年度に関東経済産業局と連携協定を締結し各種事業を実施 

　　令和5年度は、連携協定で得たノウハウを活かし、支援センターにて独
”自事業を実施　 



２　中小製造業向け補助金 

　⑴　松本市製造業等活性化支援事業（新製品・技術の開発等への支援） 

　⑵　松本市製造業等販路拡大支援事業（展示会・見本市への出展支援） 

　⑶　松本市製造業等人材育成支援事業（経営力強化、技術力向上等の 

　　人材育成支援） 

　⑷　松本市地域中核企業支援事業（地域中核企業向けの施設整備支援） 



３　ICT活用地域産業振興事業（サザンガク） 

　　イノベーション創出・人材育成等のためのセミナー･イベントの開催、 

　企業のIT人材育成・IT活用支援、企業・人材誘致等 







効率指標

製造業等活性化支援件数

製造業等販路拡大支援件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

24.000 30.000

1.000 4.0005.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

4.000

3.000

75.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

3.000

③

①

令和　９年度

令和　９年度

令和　９年度成果指標

令和　９年度

10.000

効率指標

6.000

その他

14.000 20.000

50.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

0.000 60.000 75.000

17.000 20.000 20.000

単位

件／年

件／年

％

件／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

3,624 3,624 3,624 3,624

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

0%

85%

活動指標の増減維持理由

販路拡大について、令和2年度～3年度は、コロナ禍により販路拡大に係る展示会・商談会が激減したため、補助実績が低調であったが、4年
度からは回復傾向がみられ、補助件数が増加した。

0

0

25%

67%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

事業化、製品化について、令和5年度は補助金活用予定企業が多忙となる等、申請自体が少なかったため、割合も低くなった。

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

68,269

令和　２年度 決算

102,101

92,993

24,724

9,108

0

0

令和　３年度 決算

91,335

80,121

11,070

0

0

9,108

7,590

69,051

11,214

7,590

1.000

0

1.200

0

0

0

98,094

4,774

0

0

0

0

0

0

1.000

0

0

7,590

0

0

93,320

11,214

0

0

84,973

11,214

7,590

1.000

0

0

0

0

7,590

1.000

107,620

11,214

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

11,734

107,620

0

令和　４年度 決算

109,308

令和　５年度 決算

11,747

84,973

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 中小企業振興費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 小規模事業者持続化支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 3年度 ～

根拠法令要綱 松本市小規模事業者持続化支援補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　国の持続化補助金の需要は依然として高いことから、事業者の動向を注視し、引き続き支援を実施してい
く。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

小規模事業者持続化支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　小規模事業者による販路拡大や生産性向上の取組みを支援するため、国の
小規模事業者持続化補助金への上乗せ補助を行うもの 



内容 

補助対象者　国補助金【一般型】の公募第8回～第11回採択者 

補助率　　　「通常型」事業者負担の1/2 

　　　　　　「通常枠」以外の「特別枠」事業者負担の3/4 

補助上限額　「通常型」125,000円 

　　　　　　「賃金引上げ枠」「卒業枠」「後継者支援枠」「創業枠」 

　　　　　　　750,000円 

　　　　　　「賃金引上げ枠（赤字事業者）」495,000円 

　　　　　　「インボイス枠」375,000円 


効率指標

小規模事業者持続化補助金の利用件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

60.000 50.00050.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

63.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和１０年度

成果指標

効率指標

39.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

120%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

304

令和　２年度 決算

1,822

304

0

1,518

0

0

令和　３年度 決算

8,159

6,641

0

0

0

1,518

7,590

6,641

1,518

1,518

0.200

0

0.200

0

0

0

4,494

0

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

4,494

1,518

0

0

19,124

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

14,250

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

15,768

14,250

0

令和　４年度 決算

6,012

令和　５年度 決算

20,642

19,124

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

R5年度から従来の「通常枠」に加え、上限額が引き上げられた「特別枠」に対する上乗せ補助申請が増加したため。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 中小企業振興費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 中小企業等社会変革対応促進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

なし

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～ 令和 7年度

根拠法令要綱 松本市中小企業者社会変革対応促進事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・補助金開始年度であるR5年度は、295件の利用があり、デジタル化・省エネ化の初期段階の支援はできた。 

・R6年度からは、課題解決等のために実施する事業に係る設備導入等、より実践的な取り組みを行う事業に対
して支援していく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

中小企業等社会変革対応促進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　ＤＸ・ゼロカーボン等に資する設備導入費の一部を補助することで、Ｄ
Ｘ・ＧＸ等の社会の急激な変化に対応した事業の継続と発展を支援するもの 



内容 

１　中小企業者社会変革対応促進事業補助金 

　⑴　補助対象者 

　　　ＤＸ・ゼロカーボン等に資する設備導入を行う市内中小企業者 

　⑵　補助対象経費 

　　　デジタル化、省エネ化等に資する設備、附属設備の購入費、設置に
”　係る経 
費等 

　⑶　補助率及び補助限度額 

　　　2/3以内　上限30万円 




効率指標

中小企業社社会変革対応促進事業補助金の交付件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

295.000 40.00040.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

0.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 604 604

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

R5年度は交付金を使用し、補助対象となる事業者へ幅広く交付したが、R6年度からは対象者を絞り、市単独予算で実施するため件数が減少
する見込み。

0

0

738%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

68,826

2,122

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

10,000

2,122

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

12,122

10,000

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

70,948

68,826

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

R5年度は交付金を使用し、補助対象となる事業者へ幅広く交付したが、R6年度からは対象者を絞り、市単独予算で実施するためコストが減
少している。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　商業者からの経営相談のうち、売上向上や利益を伸ばすための支援機能を
強化するため、松本商工会議所に、経営経験のある地元人材を商業アドバイ
ザーとして登録するもの 







内容 

・実際に経営経験のある地元人材を、商業アドバイザーとして松本商工会議
所に登録 

・商業アドバイザーが、主に創業後５年未満の商業者に対して実態にあった
個別相談を行う 

　商業アドバイザー登録者数　3名 

　令和5年度支援件数　3件 








効率指標

商業アドバイザー支援件数

① 支援を受けた事業者の５年後事業継続率

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

商業アドバイザー事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

サザンガク内にある「信州スタートアップステーション」「長野県よろず支援拠点」と連携し、創業後の事業
継続や売上向上・販路開拓を課題とする事業に対する支援を継続する

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別平成31年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 商業振興事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 商業アドバイザー事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和5年度については例外的に商業アドバイザーによる支援を必要とする相談内容が少なかったもの

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

140

140

0

令和　４年度 決算

140

令和　５年度 決算

14

14

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

0

0.000

0

0

0

0

0

0.000

140

0

140

0

0

0

14

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

140

0

0

0

0

0

119

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

119

119

0

0

0

0

7,590

230

令和　２年度 決算

230

230

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

6%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

・令和2～4年度は、新型コロナウイルス関連の補助金申請に関する相談が増加 

・令和5年度については例外的に商業アドバイザーによる支援を必要とする相談内容が少なかったもの

0

0

99%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

％

①

②

①

②

③

①

単位

件

対象指標

活動指標

93.900 95.000 95.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

22.000

その他

94.300

令和　６年度

成果指標

令和１０年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

27.000

93.900

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

24.0003.000 48.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　令和元年に策定した松本市商業ビジョンについて、中間年にあたる令和５
年度に、前期５年間のビジョンの成果や商業を取り巻く現状、社会情勢の変
化等を踏まえ、中間見直しを行うもの 





内容 

　松本市・松本商工会議所を実施主体とし、商業関係者・学術機関・支援機
関等を加えた検討組織を立ち上げ、社会情勢等の変化の分析、指標や施策体
系の見直しを実施 

　ビジョン実現のための具体的な取組みについては、商業振興事業・中小企
業振興事業等にて実施 




効率指標

キャッシュレス決済対応店舗比率

① 中心市街地の歩行者通行量

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

松本市商業ビジョン推進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

商業者、商工会議所・商工会、市及びその他支援機関が連携するとともに、各々が主体的な役割を果たすこと
により、商業ビジョンに示された成果指標及び活動指標を達成するための事業を展開する

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別平成31年度 ～ 令和10年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

なし

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 商業振興事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 松本市商業ビジョン推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和５年度は中間見直し業務の負担金を計上（松本商工会議所が委託し、市が２分の１を負担）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

3,036

0

0

令和　４年度 決算

3,036

令和　５年度 決算

5,893

1,339

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

4,554

0.600

0

0

0

0

3,036

0.400

0

3,036

0

3,036

0

0

1,339

4,554

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3,795

3,795

0.500

0

0.400

0

0

令和　３年度 決算

3,795

0

0

0

0

3,036

7,590

0

令和　２年度 決算

3,036

0

0

3,036

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

78%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

83%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

人／日

①

②

①

②

③

①

単位

％

対象指標

活動指標

114,424.000 130,000.000 138,000.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

64.800

その他

101,139.000

令和１０年度

成果指標

令和１０年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

62.000

104,413.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

69.00066.700 85.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　「クラフトフェアまつもと」の開催地として全国に知られる本市の強みを
活かし、作家たちが制作・発表・交流できる機会を整えることで作家の移住
を促すとともに、年間を通じてクラフトに出会えるまちとしてさらなる誘客
を図るもの 









内容 

1　まちなかクラフトめぐり事業 

(1) 工芸月間事業（「工芸の五月」従来事業） 

　　5月1か月間の集中PRイベント 

(2) 通年事業（R4からの新規事業） 

　　企業連携イベント、企画展・ワークショップ、出張展示、クラフトツ
アー、 

　　オンラインサイト等 

　 

　負担金8,240,000円 



2　クラフトフェアまつもと開催支援事業 

　 クラフトフェア開催に係る交通対策費用を実績に基づき補助 



　補助金4,420,000円 







効率指標

クラフトフェアまつもと来場者数

「工芸の五月」ホームページのアクセス数

①
松本の魅力に「民芸家具やクラフトの文化」を挙げる者の
割合

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

クラフトのまち推進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

クラフトフェアの安定的な継続開催を支援することで「クラフトのまち」としてのブランド力を維持しつつ、
作家にとっての販路開拓や創造性の機会、クラフトファンにとっての出会いの機会を５月以外に設けること
で、移住・誘客の増加につなげる。

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 3年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－６地域特性を活かした新産業の創出

前年度の結果

事業１ クラフトのまち推進事業費

６－６地域特性を活かした新産業の創出 款 07 事業２ クラフトのまち推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

13,419

12,660

4,120

令和　４年度 決算

13,119

令和　５年度 決算

12,979

12,220

4,170

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

8,540

759

8,190

759

0

0

8,050

759

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

12,360

4,170

0

0

0

0

6,796

759

759

0.100

0

0.100

0

0

令和　３年度 決算

7,555

6,796

0

0

0

759

7,590

9,143

令和　２年度 決算

9,902

9,143

0

759

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

97%

101%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

次回調査は令和６年度の予定

活動指標の増減維持理由

0

0

0%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

％

①

②

①

②

③

①

単位

人

回

対象指標

活動指標

0.000 20.000 20.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

27,108.000

その他

74,849.000 78,429.000

0.000

令和　６年度

令和　６年度

成果指標

令和　６年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

17.400

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

38,000.000

78,000.000

37,038.000 38,000.000

78,000.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ テレワーク事務所設置支援事業費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 07 事業２ テレワーク事務所設置支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成28年度 ～

根拠法令要綱 松本市テレワークオフィス設置支援事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・本年度は1件の新規利用があった。 

・コロナによりテレワークの拡大や柔軟な働き方が浸透したことから、今後も積極的に制度をPRしサテライト
オフィス誘致を図る。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

テレワーク事務所設置支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　企業等が本社等の業務をテレワークにより行うサテライトオフィスの開設
を支援することより、雇用機会の確保及び地域経済の発展を図るもの 



内容 

１　テレワークオフィス設置支援事業補助金 

　⑴  補助対象者 

　　　市内にサテライトオフィスを開設する法人 

　⑵  補助対象経費及び補助額 

　　・サテライトオフィスの賃借料　　　1/2以内　限度額10万円/月 

　　・サテライトオフィスの改修費用　　1/2以内　限度額200万円 

　　・備品購入費用　　　　　　　　　　1/2以内　限度額20万円 

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※上記合算200万円まで 






効率指標

テレワークオフィス設置支援事業補助金の交付件数

サテライトオフィス等の開設件数（累計）
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

17.000 19.000

1.000 2.0002.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

1.000

12.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

効率指標

2.000

その他

14.000 15.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件／年

社

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

50%

79%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

1,762

令和　２年度 決算

2,521

1,762

0

759

0

0

令和　３年度 決算

1,388

629

0

0

0

759

7,590

629

759

759

0.100

0

0.100

0

0

0

687

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

687

759

0

0

2,000

759

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

4,000

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

4,759

4,000

0

令和　４年度 決算

1,446

令和　５年度 決算

2,759

2,000

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市の企業におけるゼロカーボンに向けた取組みを加速することを目的
に、市内で脱炭素社会に資する製品やサービス等を生み出すための大規模投
資を行う企業を支援し、ゼロカーボン産業の集積を目指すもの 



内容 

１　ゼロカーボン産業の定義 

　　国の「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」に 

　定める成長が期待される１４分野に該当するもので、脱炭素化に向けた 

　課題解決につながる製品の開発・製造又はサービスの開発を行う事業 



２　補助対象（次のすべてを満たす事業） 

　・市内でゼロカーボン産業に取り組むため、工場、研究施設等建物の新 

　　増・移設や、機械、装置、器具、備品、工具、建物付属設備、ソフト 

　　ウェア等償却資産の取得を行う事業者 

　・投資額が３億円以上の事業 

　・市内に事業所を有することまたは設置予定であること 

　・１０年以上継続してゼロカーボン産業に取り組むこと 



３　補助内容 

　　補助率：投資額の３％以内　補助金額：上限３，０００万円 
 効率指標

脱炭素型大規模投資支援事業補助金による支援件数

① 補助金活用による事業化件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

脱炭素型大規模投資支援事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

事業の規模や分野等の面から案件が限定されるため、取り組む企業の確保が課題

○

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
松本市脱炭素型大規模投資支援事業補助金交付要綱 

松本市脱炭素型大規模投資支援事業審査会設置要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 4年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 脱炭素型大規模投資支援事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 脱炭素型大規模投資支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02

1066



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

30,120

30,120

0

令和　４年度 決算

764

令和　５年度 決算

759

0

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

0

0.100

30,120

0

5

759

0

0

0

759

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

100%

本制度をきっかけに松本市のゼロカーボン推進を図ることができるため

一次評価 A

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

市の目指す姿に大きく貢献する事業

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

件／年

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

対象指標

活動指標

1.000 1.000 1.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

0.000

その他

0.000

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

1.0001.000 1.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

松本ヘルス・ラボの会員規模の拡大・健康データの拡充を図り、ヘルス
ケア製品・サービス開発に関わる企業との共創を推進する。 



内容 

松本ヘルス・ラボによる製品・サービスのモニタリング事業等を通じ、
市内外企業や学術機関との連携を積極的に支援し、社会実装に繋がる新
たな産業創出を推進する。 



⑴　モニタリング事業・実用化検証助成事業等 

　・モニタリング事業8件、実用化検証助成事業3件実施 

　・新規利活用企業獲得のため、展示会やセミナー等で活動紹介 

⑵　会員向けサービス 

　・松本ヘルス・ラボアプリを活用し、電子同意などデジタル化を推進 

　・有料サービスとして健康チェック（年2回（体力テスト、血液検査、
栄養検査、身体測定ほか））、健康増進プログラム（月1回程度（ラジオ
体操、ヨガ、リズム体操、エクササイズほか））を実施 

　・健康経営支援プログラムを体験できるキャンペーンを実施し、法人
会員の獲得を推進 


効率指標

松本ヘルス・ラボ会員数

訪問・働きかけ企業数

① モニタリング事業・実用化検証助成事業等実施件数

② 学会・論文発表件数（延べ件数）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

松本ヘルス・ラボ推進事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

これまでは各種モニタリング事業を実施するたびに健康意識の高い方を個人会員として取り込んできまし
たが、健康経営推進の一助となるよう企業に対して法人会員制度を積極的にＰＲすることで従業員を個人
会員として獲得、また、学生を対象としたモニタリング事業を行うことで学生も会員として獲得しまし
た。今後もラボアプリ等を活用した健康情報発信の充実を図るとともに様々な人が参加したくなる仕組み
作りを進める必要がある。 ○

連絡先 34-3296

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別平成26年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－６地域特性を活かした新産業の創出

前年度の結果

事業１ 松本ヘルス・ラボ推進事業費

６－６地域特性を活かした新産業の創出 款 07 事業２ 松本ヘルス・ラボ推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

68,960

32,560

0

令和　４年度 決算

69,802

令和　５年度 決算

68,813

32,413

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

30,360

4.000

0

0

0

0

30,360

4.000

32,560

36,400

33,402

36,400

0

0

32,413

36,400

0

0

4.000

0

0

30,360

0

0

0

33,402

0

0

0

0

0

30,779

36,400

30,360

4.000

6,040

6.000

0

0

令和　３年度 決算

67,179

30,779

0

0

0

45,540

7,590

38,125

令和　２年度 決算

89,705

38,125

0

51,580

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

60%

139%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

109%

105%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

6,040 6,040 6,040 6,040

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

件

件

①

②

①

②

③

①

単位

人

社

23.000 22.000 22.000

対象指標

活動指標

93.000 100.000 85.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

4,900.000

その他

178.000 250.000

82.000

令和　７年度

令和　７年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

19.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

18.000

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,000.000

152.000

73.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

8,000.000

180.000

6,000.000 10,000.000

180.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 産業創発支援事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 外部人材活用促進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

なし

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱 松本市外部人材活用促進事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・補助金開始年度であるR5年度は、1件の利用があった。引き続き制度のPRを行い、中小企業の外部人材を活用
した課題解決の促進を図る。 

・地域の人事部のR7年度からの自走化に向け、事務局の商工会議所と協議を行う。 

・信州１００年企業創出プログラムの活動に引き続き協力していく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

外部人材活用促進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　中小企業がイノベーションや新事業創出等により「稼ぐ力」を向上させる
ために外部人材を確保することに対し、関東経済産業局及び信州大学等と連
携して支援を行うもの 



内容 

１　外部人材活用促進事業補助金 

　⑴　補助対象者 

　　　地域の人事部（関東経済産業局）及び信州１００年企業創出プログラ
”　ムに参加し、外部人材を雇用等した市内中小企業 

　⑵　補助対象経費及び補助額等 

　　ア　給与、報酬、謝礼金、業務委託費等　1/2以内　限度額 90万円 

　　イ　交通費、市内での宿泊費、居住費等　1/2以内　限度額 10万円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ア、イ合計100万円まで 

２　地域の人事部 

　　関東経済産業局の実証事業（R4～R6）で、地域の支援機関が連携し、
”中小企業の人材に関する支援を行う組織（事務局：松本商工会議所） 

　　松本市も構成機関として参加し、副業・兼業マッチングやインターン、
”エンゲージメント等の事業に協力 



３　信州１００年企業創出プログラム 

　　信州大学等が実施している、中小企業と都市圏人材とのマッチングを行
”うプログラムの運営に協力機関として参加 







効率指標

外部人材活用促進事業補助金の交付件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1.000 4.0003.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

0.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

25%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

759

0

0

534

759

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

3,000

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,759

3,000

0

令和　４年度 決算

759

令和　５年度 決算

1,293

534

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

新松本工業団地分譲完了後の、市内外からの工場用地需要の受け皿として整
備するもの 



内容 

⑴　関係課による庁内会議を設置し、候補地、整備手法、スケジュール等の
検討 

⑵　工業ビジョンへの記載（R4) 

⑶　地権者調査、地元調整等 

⑷　新松本工業団地拡張開発提案を募集し、開発事業者を選定 


効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

新工業団地整備事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

令和５年度は直営にて開発事業者選定プロポーザル要綱を策定し、業者を選定した。 

今後は工業団地適地調査、用地需要調査等を検討していく。

○

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 新工業団地整備事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 新工業団地整備事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6,072

0

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

6,072

0

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

6,072

0.800

0

0

0

0

6,072

0.800

0

6,072

0

0

0

0

0

6,072

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

1073



事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　駐車場の利便性向上を図ることで、顧客満足度を高めるとともに、観光バ
スを中心市街地の駐車場に呼び込むことで、観光客の回遊性を高め、商店街
の活性化を図るもの。 





内容 

　松本城大手門駐車場、中央西駐車場、中央駐車場のそれぞれの駐車場利用
者が安全・快適に施設を利用できるよう、指定管理者を通じて施設の管理運
営を行うとともに、計画的な修繕・補修を進めつつ、突発的な設備の故障や
破損修理等を実施している。 



　利用台数　※台数は令和６年２月末時点。次回修正時に確定値に更新 

　⑴　松本城大手門駐車場 

　　ア　時間貸駐車 

　　　普通車97,064台　バス3,979台　バイク2,813台 

　　イ　定期駐車　 

　　　　1,559台（延台数） 

　⑵　中央西駐車場 

　　ア　時間貸駐車 

　　　　普通車　111,075台　 

　　イ　定期駐車 

　　　　なし 

　⑶　中央駐車場 

　　ア　時間貸駐車 

　　　　普通車70,376台 

　　イ　定期駐車 

　　　　588台 






効率指標

利用台数（時間貸一般駐車）

利用台数（大型車駐車）

利用台数（バイク駐車）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

松本城大手門駐車場管理運営事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　松本市商業ビジョン（R元年度～R10年度）及び松本市営市街地駐車場事業経営戦略（R2～R11年度）に基づ
き、中心市街地における駐車場需要を満たし、利便性を向上させることにより、来街者の回遊性を高めるため
の経営を継続。

○

連絡先 34-3110

商工課

事業期間 その他市街地駐車場事業特別会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市営市街地駐車場条例

地域区分 予算要求区分施設種別 観光・交流施設 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

③

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

22

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 松本城大手門駐車場管理運営費

６－１新商都松本の創造 款 01 事業２ 松本城大手門駐車場管理運営費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

R４年度及びR5年度は松本城大手門駐車場に設置されているエレベーターの大規模改修が行われるため、事業費は過去３か年比で増大してい
るが、R６年度は大きな修繕・工事の予定がない。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

53,854

50,818

0

令和　４年度 決算

276,867

令和　５年度 決算

73,681

70,645

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

50,818

3,036

0

4,097

0

0

70,645

3,036

0

0

0.500

0

0

3,795

193,921

21,674

0

272,770

0

0

0

272,760

10

0

6,374

6,072

0.800

302

0.800

0

0

令和　３年度 決算

221,969

215,595

0

0

0

6,072

7,590

0

令和　２年度 決算

208,945

202,873

0

6,374

186,328

16,545

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

73%

90%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

新型コロナウイルス感染症の影響によりR２年度以降の利用台数が低迷していたが、R６年度は新型コロナ流行前の水準まで利用状況が回復す
るものと見込み、大きく増加している。

0

0

127%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

台／年

台／年

台／年

対象指標

活動指標

令和　７年度

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

297,121.000

その他

2,701.000 3,979.000

令和　７年度

令和　７年度

2,813.000

成果指標

2,014.000 2,687.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

280,395.000

1,289.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

2,216.000 2,216.000

379,880.000

4,419.000

278,515.000 379,880.000

4,419.000
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課長 丸山 行康 
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 健康生きがい市民農園事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 健康生きがい市民農園事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成 9年度 ～

根拠法令要綱 松本市特定農地貸付規程

地域区分 予算要求区分施設種別 文化・コミュニティ施設 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3221

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・設置から十年以上経過していますが整備を実施しておらず、土壌状態が悪く、区画の境界が判別できない農
園があるため、計画的に農園整備を実施します。 

・地権者の意向により農園の数が減少していることから、農地法の改正により、現在の耕作面積に関わらず農
地の賃借が可能となったため、長期間市民農園を利用している方へ個人間での農地賃借を推進します。 

・現代のニーズにあった農園の土地利用や管理運営方法を検討します。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

利用満足度

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

健康生きがい市民農園事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　自家用の野菜を栽培することにより、高齢者の生きがいづくりや農業に対
する理解を深めてもらうことを目的としている。 



内容 

　管理農園２３カ所（５０７区画）の管理をおこなっている。 



１　体験市民農園数　　 

　　２０農園 

　⑴　区画数　　　　４９０区画 

　⑵　区画面積　　３３～７５㎡ 

　⑶　年間使用料　２，０００円～４，５００円 



２　健康生きがい市民農園 

　　２農園 

　⑴　区画数　　　　　２０区画 

　⑵　区画面積　　　　　５０㎡ 

　⑶　年間使用料　３，０００円 



３　内田簡易オートキャンプ 

　　１農園 

　⑴　区画数　　　　　　１７区画 

　⑵　区画面積　　　　　２００㎡ 

　⑶　年間使用料　１８，０００円 


効率指標

貸付区画に対する利用割合

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

93.000 0.000100.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

100.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

令和　８年度

効率指標

96.000

その他

79.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

82.000 85.000 100.000

単位

％

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

2,114 2,114 2,114 2,114

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

82%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

689

令和　２年度 決算

5,760

2,128

0

3,632

0

1,439

令和　３年度 決算

5,766

2,134

0

0

0

1,518

7,590

616

3,632

1,518

0.200

2,114

0.200

0

0

0

1,561

0

0

0

0

313

0

0

0.200

0

0

1,518

0

1,518

1,248

3,632

0

1,332

155

3,632

1,518

0.200

0

0

0

1,360

1,518

0.200

1,120

3,632

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

6,112

2,480

0

令和　４年度 決算

5,193

令和　５年度 決算

5,119

1,487

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・地権者の意向により、農園の区画数が一部減少したことから管理費用等が減額となったため。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

優良農地を農用地として適切に確保・保全し、本市の農業振興を図るも
の。経済事情の変動等で生じる優良農地への開発計画（農振除外申出）等
に対し、営農環境の保全等に留意した土地利用を図る。



内容

１　農業振興地域整備計画変更（随時見直し）を年２回実施した。

　⑴　第１回農業振興地域整備計画変更

　　ア　受付件数・筆数　25件42筆

　　　　（除外21件、市公共事業1件、軽微変更2件、内容変更1件）

　　イ　軽微変更公告・面積　令和5年8月23日　1,681.02㎡

　　ウ　重要変更公告・面積　令和6年2月27日　除外:16,878.05㎡

　⑵　第２回農業振興地域整備計画変更

　　ア　受付件数・筆数　17件21筆（除外16件、軽微変更1件）

　　イ　軽微変更公告・面積　令和6年3月6日 　175.50㎡

　　ウ　重要変更公告・面積　令和6年8月19日　除外：12,387.39㎡






効率指標

農振農用地面積

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

農業振興地域整備計画管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　農業生産基盤及び効率的な農業経営の維持のために、優良農地を農用地として適切に確保・保全する必要
がある。農業振興と農地開発計画との調整には、行政による公平な視点が必要であり、引き続き、地区の農
業従事者、農業委員会等から意見聴取し、農業振興地域整備計画を定期的に見直すことで、適切な管理を図
る。 ○

連絡先 34-3221

農業委員会事務局,建築指導課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 農業振興地域の整備に関する法律

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別昭和46年度 ～ 永年

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－６バランスの取れた土地利用

前年度の結果

事業１ 農業振興地域整備計画管理費

５－６バランスの取れた土地利用 款 06 事業２ 農業振興地域整備計画管理費

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

3,606

570

0

令和　４年度 決算

4,243

令和　５年度 決算

3,827

791

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

570

3,036

448

3,795

0

0

791

3,036

0

0

0.500

0

0

3,795

0

0

0

448

0

0

0

0

0

340

3,795

3,795

0.500

0

0.500

0

0

令和　３年度 決算

4,135

340

0

0

0

3,795

7,590

448

令和　２年度 決算

4,243

448

0

3,795

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

101%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

R5実績：市民からの申出による随時除外及び非農地判断された農地の随時除外による減

R6見込：総合見直しの実施による除外による減

目標値及び目標年度：総合見直し後の松本農業振興地域整備計画の目標値

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

ｈａ

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

7,515.000

その他

令和　８年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

7,520.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

7,384.0007,479.000 7,381.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 一般事務費

その他（行政運営全般） 款 06 事業２ 一般事務費

その他 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3221

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・農林業に従事する市民の励みになることから、表彰は継続していく。 

・候補者の選定が各団体や農業委員等からの推薦となっているため、候補者を確保するためには、各団体に協
力してもらい、広く周知していく必要がある。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

一般事務事業（農政課）

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農政課一般事務に係る消耗品費や旅費等の管理及び農林業功労者表彰に係
る業務を行うもの 



内容 

１　一般事務経費の管理 



２　農林業功労者表彰業務 

　　１１月１日に開催される「まつもと市民祭」において、農林業功労者表
　彰を行うもの。 

　⑴　候補者の選定及び審査会の開催 

　⑵　表彰式典の準備及び運営補助 


 


効率指標

農林業功労者表彰表彰者数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1.000 5.0005.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

17.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

6.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 604 604 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

表彰者が関係団体等からの内申によること及び農林業振興功労者の表彰対象者が各団体の任期に影響を受けるため（退任後に表彰される場
合が多いため）

0

0

20%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

2,037

令和　２年度 決算

3,098

2,037

0

1,061

0

0

令和　３年度 決算

3,296

2,235

0

0

0

759

7,590

2,235

1,061

759

0.100

302

0.100

0

0

0

611

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

611

604

7

0

530

604

0

0.000

0

0

20

170

759

0.100

410

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,359

600

0

令和　４年度 決算

1,215

令和　５年度 決算

1,141

537

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和２年度は四賀の車両購入費、令和３年度は利子補給に係る補償金など、年度ごとに特別な支出があったため

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 農業振興関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業振興関連施設管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱 松本市農業振興施設整備基金条例

地域区分 予算要求区分施設種別 観光・交流施設 経常・政策的経費

維持

コスト

連絡先 34-3222

農政課

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・個別施設計画に基づき、適宜修繕や設備更新を行い、既存施設の維持を図る。 

・老朽化等により運営継続が困難な施設もしくは、当初の目的を達成した施設は廃止や譲渡を検討する。 

・利用状況等に応じて施設の在り方を検討する。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

道の駅　売店来場者数

② 道の駅　食堂来場者数

継続事務事業

施設数

事業概要

令和 5年度

農業振興関連施設管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市民の農業資源の活用、農業振興及び地域活性化を図るため、市内の
農業振興関連施設の維持管理及び運営を行うもの。 


 

内容 

　利用者が安全に施設を利用できるよう通常の維持管理経費負担のほか、建
設から一定年数が経過した施設を維持するため、点検結果に基づく計画的な
修繕・更新工事を実施する。 


１　農業振興施設 

　⑴　指定管理者制度導入施設　６施設 

　　　グレンパークさわんど、安曇風穴の里、ながわ山彩館、 

　　　梓川水田農産物処理加工施設、今井農産物直売施設、 

　　　波田農産物加工販売施設 

　⑵　直営施設　　　　　　　　５施設 

　　　四賀地域資源利活用施設、四賀地域食材供給施設、 

　　　安曇番所農産物加工販売施設、安曇稲核農産物加工販売施設 

　　　安曇島々農産物加工販売施設 

２　維持管理等 

　⑴　保守点検 

　　　消防用設備点検、自動ドア点検、受水槽点検 

　⑵　修繕　　１０件 

　　　水栓、扉、浄化槽、浄化槽ポンプ、水漏れ、電気設備、換気扇、給水
    管、自動ドア等 

　⑶　工事　　　６件 

　　　看板改修工事、ガードポスト安全施設更新工事、 

　　　浄化槽ブロワー更新工事、換気扇取替工事、受水槽改修工事、水車小
    屋解体工事 

　⑷　備品購入　２件 

　　　テーブル型冷蔵庫、圧力煮炊釜の購入 


効率指標

①

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

11.000 11.000 11.000

【総合評価】

評
価 Ｂ

19.000

R 4年度実績

令和　８年度

達成度

100%

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

19.000

395,083.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

55,681.000

③

①

令和　８年度成果指標

令和　８年度

68,030.000

効率指標

その他

451,205.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

484,317.000 490,000.000 500,000.000

81,522.000 82,000.000 84,000.000

単位

館

人

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 302 604

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

97%

97%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

・利用者の増加によるもの。

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

14,716

令和　２年度 決算

17,295

14,716

0

2,579

0

0

令和　３年度 決算

29,420

26,841

0

0

0

2,277

7,590

26,841

2,579

2,277

0.300

302

0.300

0

0

0

21,689

0

0

0

0

0

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

21,689

2,579

2,072

5,087

20,933

2,579

2,277

0.300

0

0

2,290

13,700

3,036

0.400

1,534

3,640

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

21,164

17,524

0

令和　４年度 決算

24,268

令和　５年度 決算

30,671

28,092

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・廃止や譲渡により、施設数が前年度より減少したため。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農作物等の災害発生に対し被害を受けた農業者の経営安定・営農継続を図
るために県と市の協調補助により支援するもの。 





内容 

１　災害対策資金利子補給 

　　県・市・ＪＡが利子を負担し、農業者の実質金利を無利子化するも
　の 

２　被害果実販売支援 

　　被害を受けた果樹農家の経営安定及び営農存続を図るため、県・市
　が緊急対策事業に対して補助するもの 

　　緊急対策事業の内容 

　　⑴　出荷段ボール購入費補助 

　　⑵　予冷・運送費補助 

　　⑶　イベント費補助 




効率指標

補助金交付件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

農作物等災害緊急対策事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　農作物等の災害により被害を受けた農業者の経営安定・営農継続のために必要な補助です。

○

連絡先 34-3222

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市農作物等災害対策事業補助金交付要綱、松本市農作物等災害経営支援利子補給金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農作物等災害緊急対策事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農作物等災害緊急対策事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

　災害資金利子補給は、令和３年度以降、毎年支出しているが、被害果実販売支援事業は災害のあった年度のみ支出するため

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

2,118

600

0

令和　４年度 決算

676

令和　５年度 決算

26,217

23,189

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,518

0.200

290

0

0

0

1,518

0.200

310

1,518

187

302

0

0

11,595

3,028

11,594

0

0.000

0

0

0

0

0

0

374

0

187

0

0

0

6,042

1,518

1,518

0.200

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

16,167

14,649

0

8,607

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 302 1,510 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

20.000

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

14.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

20.00020.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 中山間地域等直接支払推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 中山間地域等直接支払推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成12年度 ～

根拠法令要綱 中山間地域等直接支払交付金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3222

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　参加者の高齢化により、集落組織の維持が困難な状況である。 

　このため、対象農用地を見直し制度利用を継続していくことが必要である。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

協定農用地の適正管理面積

継続事務事業

協定農用地の面積

事業概要

令和 5年度

中山間地域等直接支払推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業生産条件の不利な中山間地域等において、荒廃農地の増加等により多
面的機能の低下が特に懸念される。このため農業生産の維持を通じて耕作放
棄の発生を防止し多面的機能を確保することを目的とするもの。 



内容 

１　対象地域　 

　⑴　法指定地域 

　　　特定農山村法・山村振興法・過疎地域の持続的発展の支援に関する
　　特別措置法・半島振興法・離島振興法・ 
沖縄振興特別措置法・奄美群
　　島振興開発特別措置法・小笠原諸島振興開発特別措置法・棚田地域振
　　興法で定める地域 

　⑵　特認地域 

　　　都道府県知事が特に定めた基準を満たす地域 



２　集落協定数　　 

　　５０集落（中山・本郷・四賀・波田・奈川地区） 



３　交付面積 

　　２，４３８，９７３㎡ 



４　交付金負担割合 

　⑴　法指定地域 

　　　国２／４、県１／４、市１／４ 

　⑵　特認地域　 

　　　国１／３、県１／３、市１／３ 



５　交付申請額 

　　４６，４６５，７２７円 

　　内訳：国２０，３０４，２４２円 

　　　　　県１３，０８０，７２４円 

　　　　　市１３，０８０，７６１円 


効率指標

集落協定数

①

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

50.000 0.00050.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

2,438,973.000 2,438,973.000 0.000

【総合評価】

評
価 Ｂ

2,433,991.000

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,426,010.000

50.000

2,426,010.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

50.000

その他

2,433,991.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

2,438,973.000 2,438,973.000 0.000

単位

㎡

件

㎡

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 302 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

32,940

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

12,918

令和　２年度 決算

47,678

45,858

0

1,820

0

0

令和　３年度 決算

47,850

46,030

0

33,069

0

1,518

7,590

12,961

1,820

1,518

0.200

302

0.200

0

0

0

46,230

0

33,191

0

0

0

33,384

0

0.200

0

0

1,518

0

0

13,039

1,820

0

0

13,081

1,820

1,518

0.200

33,380

0

0

0

1,518

0.200

13,090

1,820

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

48,290

46,470

0

令和　４年度 決算

48,050

令和　５年度 決算

48,285

46,465

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

集落内の協定農地が適正に維持管理されている。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　広域的な農業振興のため、農業関係機関と連携して取り組むもの。 



内容

１　松本市農業技術者連絡協議会

　　農業技術等を普及指導する関係機関・団体が一体となり、管内農業者
　等の発展に寄与するため、相互の意見交換を行い、統一した技術指導に
　あたる。また凍霜害等の被害調査を実施するもの

２　松本南西部地域農地風食防止対策協議会
　　松本平の南西部地域で春先に発生する砂塵問題は地域住民の生活環境
　に及ぼす影響が大きいことから、本市他関係機関が「松本南西部地域農
　地風食防止対策協議会」を設立し砂塵問題に取り組むもの

３　長野県農産物等輸出事業者協議会
　　県、市町村、輸出に取り組む事業者等で構成。主な活動は、農産物の
　輸出に関する情勢の共有、具体的な輸出に関する相談、取り組む事業者
　への補助等















効率指標

①

継続事務事業

構成団体数（松本市農業技術者連絡協議会）

事業概要

構成団体数（松本南西部地域農地風食防止対策協議会）

令和 5年度

負担金（農業総務費）

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

１　松本市農業技術者連絡協議会 

　　事業内容を固定化せず、農業に関わる新たな技術や知見を広めるための取組みが必要。 

２　松本南西部地域農地風食防止対策協議会 

　　関係機関が連携し、広域的な取組みが必要。風食を防ぐため、県、近隣市村と連携した新技術の開発と実証実験を今後も継続する。 

３　長野県農産物等輸出事業者協議会 

　　県、市町村、輸出に取組む事業者等が連携した取組みが必要。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 負担金

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 負担金

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 農業技術者連絡協議会

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

2,557

280

0

令和　４年度 決算

1,943

令和　５年度 決算

2,557

280

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

280

2,277

280

1,663

0

0

280

2,277

0

0

0.200

0

0

1,663

0

0

0

280

0

0

0

0

0

265

1,663

1,663

0.200

0

0.200

0

0

令和　３年度 決算

1,928

265

0

0

0

1,663

0

270

令和　２年度 決算

1,933

270

0

1,663

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

0

人件費合計

平均年収 0 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

団体

団体
対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

5.000

10.000

達成度

5.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

10.000 10.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

5.000 5.000 0.000

0.00010.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ スーパーＬ資金利子補給

目 02

事業１ 補助金

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 補助金

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱
松本市農業経営基盤強化資金融資利子補給金交付要綱 

松本市農業近代化資金融資利子補給金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3221

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　本利子補給制度は、平成30年度をもって終了。現在は、廃止日以前に利子補給承認済みの融資について、償
還終了まで利子補給を継続している。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

補助金（農業総務費）

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業経営者等の経営基盤を強化するため、認定農業者等の担い手に対する
金融面を支援して農業振興を図るもの 



内容 

１　実施内容 

　⑴　スーパーL資金（農業経営基盤強化資金）利子補給金 

　　　農業経営改善計画の認定を受けた個人又は法人で経営規模拡大や効率
　　化を図ることを目的に日本政策金融公庫から融資を受けた者に対して借
　　入利子の一部を補助するもの 

　⑵　農業近代化資金利子補給の補助金 

　　　農業近代化に役立つ整備拡充のために農業者へ融資を行った融資機関
　　に対して助成するもの 




効率指標

補助金交付件数（スーパーＬ資金）

補助金交付件数（農業近代化）
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

4.000 0.000

45.000 0.00041.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

39.000

10.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

41.000

その他

9.000 5.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,510 1,208 1,510 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

200

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

1,631

令和　２年度 決算

4,108

1,831

0

2,277

0

0

令和　３年度 決算

3,019

1,509

0

207

0

2,277

7,590

1,302

1,510

0

0.000

0

0.300

0

0

0

1,758

0

134

0

0

0

88

0

0.000

0

0

0

0

0

1,624

1,208

0

0

1,804

1,510

0

0.000

40

0

0

0

1,518

0.200

1,700

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,258

1,740

0

令和　４年度 決算

2,966

令和　５年度 決算

3,402

1,892

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課担当所属

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

施設種別 経常経費

事業種別～

01

項 01

継続前年度の結果

事業１ クラインガルテン関連施設管理費総
合
計
画

今後の見込み

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ クラインガルテン関連施設管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02

増大削減

今後の見込み

◎内容評価：理解が正しければ、受益者（利用者）負担のみで事業費を全額まかなえる（むしろ黒字で）"
運営"ができており、現状維持であれば問題はないと判断します。
◎指標設定
成果指標としても利用率100%（上限）を設定し、概ね達成できている点は評価します。しかし、事業とし
ては導入期･成長期を過ぎて、ある種の安定期にあり、利用者数も含めてキャパシティが決まっているた
め、事業（特に指標）の成長性や挑戦性が薄くなっていることも否めません。例えば、顧客満足度やリ
ピート率など追加指標等を検討ください。また、より発展的な指標としては、4年間の継続利用後の追跡等
は実施されているでしょうか。例えば、松本市内の遊休荒廃地の解消に貢献するような農業事業に取り組
んでいる、地域定着している、他地域でこんなことをしているなども情報として持っておくと、松本のク
ラインガルテンの魅力発信要素として有用になります。
◎今後の方向性
現状は"運営"としては問題ありませんが、"経営"としては10,20,100年先の在り方を考えるのは、今のタイ
ミングであり、未来投資が必要かと考えます。例えば、改修工事では、ZEB/ZEHに始まり、雨水利用、コン
ポスト利用、グリーン電力活用（乗鞍でこれから始まる地域新電力･小水力発電等）、風穴や雪室の利用な
どカーボンニュートラル×地域の気候風土･資源活用などを徹底して組み込み、農業だけでなく、さらに林
業を組み合わせることでClimate Positive/Carbon Negativeのような未来のライフスタイルを提案する独
自の魅力創出を考える（デザインした上で改修する）が必要になります。

成
果

二次評価（外部評価）

コスト

削減 維持 増大

維持

コスト

○

縮小

維持

上昇

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・新型コロナウイルスが２類から５類感染症に引き下げられ、クラインガルテンの利用状況も通常に戻りつつある。
・四賀地区では、令和５年度には２棟の空きがあったが、ＰＲを再開し利用率の回復に努めたい。
・奈川地区では、ＨＰを活用し令和４年６月から利用率100％となっている。
・大原クラインガルテン（奈川地区）では、施設老朽化に伴う大規模改修工事を予定しているが、この改修工事を基に、
四賀・奈川クラインガルテンの今後の在り方や施設更新を見据えた利用料金改定の考え方等を検討する必要がある。

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

クラインガルテン関連施設管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

連絡先 78-3002

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　クラインガルテンを利用する都市住民と地区の住民が交流すること
で、地域の活性化及び美しい景観と環境を活かした魅力ある地域を創造
するもの 


内容 

１ 実施内容 

　【四賀地区】 

  ・坊主山クラインガルテン （ゲストラウベ除く）５２区画 

　・緑ケ丘クラインガルテン ７８区画 

　【奈川地区】 

　・大原クラインガルテン３５区画 

　・神谷クラインガルテン１８区画 

　・入山クラインガルテン　７区画 

　　〇公募による利用率１００％が、毎年達成できるよう管理業務の推
　　　進を図る。 

２　活動実績 

　⑴　施設利用者と地域住民との交流事業 

　　　魅力あるイベント等の開催 

　　・四賀地区　３回 

　　・奈川地区　６回 

　⑵　施設の老朽化に伴う改修工事を毎年度計画的に実施する。 

　　【四賀地区】 

　　・緑ケ丘クラインガルテン 

　　　令和６年度１４棟実施予定 

　　・坊主山クラインガルテン 

　　　令和６年度　５３棟建物調査予定 

　　【奈川地区】 

　　・大原クラインガルテン　サッシ取替工事　３棟

効率指標

① クラインガルテン契約率

② クラインガルテン利用状況

1093



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

評
価 Ｂ

【総合評価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値 達成度R 4年度実績

③

①

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

0 0

会計年度(フル、1・2類)職員 604 604

0会計年度（３類）職員

その他職員

0 0

0

604

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

98.900

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

33,750.000

98.900

令和　７年度

一般財源

効率指標

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

一次評価 B

その他

対象指標

活動指標

98.900 100.000 100.000

成果指標

令和　７年度

40,258.000 41,000.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

604

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

0

0

60,963

26,495

0

0

正規職員

人員

7,590

千円

千円

千円

千円

99%

99%②

％

人 41,000.000 41,370.000

0

62,700

35,341

0

2,881

2,277

0.300 0.300

②

①

②

③

604

0.300

2,277

7,590

0

令和　２年度 決算

85,468

82,587

0

2,881

57,857

24,730

千円

令和　６年度 予算

2,277

0.300

0

0

62,290

29,620

2,277

0.300

0

2,881

0

2,881

62,205

29,342

0

2,881

0

0

0

0

2,277

94,791

91,910

0

令和　４年度 決算

100,922

7,590

令和　５年度 決算

94,428

91,547

0

①

①

単位

令和　３年度 決算

90,339

87,458

0

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

98,041

0

単位

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和４年度に四賀クラインガルテンで、各ラウベに火災報知機の設置工事を行ったため。

千円

千円

0

0千円

人

千円

千円

千円
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農村広場等の施設管理及び修繕を行い、施設の環境整備に努めるもので
す。 



内容 

１　施設の維持管理及び運営 

２　老朽化が著しい施設は適宜修繕や設備更新 

３　利用状況に応じた施設の在り方検討 

４　施設一覧 

　⑴　農村広場　（穴沢運動公園） 

　⑵　農村公園　（田溝池農村公園・芥子坊主農村公園） 

　⑶　公衆トイレ（檜沢温泉） 






効率指標

利用者数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

農村広場管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・経年劣化している施設や設備について必要性を精査し、必要なものは計画的に改修を行い、不要なものは廃
止を検討します。 

・利用状況等を踏まえ、施設の在り方を検討します。

○

連絡先 34-3222

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 農村広場条例

地域区分 予算要求区分施設種別 スポーツ・公園施設 経常経費

事業種別昭和56年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農村広場管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農村広場管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・前年度解体工事を実施したため事業費が大きいが、今年度は工事を実施していないため、その分減額となった。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6,093

3,816

0

令和　４年度 決算

12,212

令和　５年度 決算

7,035

4,758

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

3,816

2,277

9,935

2,277

0

0

4,758

2,277

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

0

9,935

0

0

0

0

0

7,089

2,277

2,277

0.300

0

0.300

0

0

令和　３年度 決算

9,366

7,089

0

0

0

2,277

7,590

10,867

令和　２年度 決算

13,144

10,867

0

2,277

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

72%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

・一部施設を解体したことにより、利用できる場所が減少したことから、利用者が減少

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

人／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

3,105.000

その他

令和　８年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

1,663.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

2,000.0001,440.000 2,000.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業者の高齢化、担い手不足による農業労働力の低下等による未耕作農地
のこれ以上の拡大を防ぐため、農業後継者組織への活動支援や農業経営にお
ける経営規模拡大、高価値作物への経営転換を目指す農業者へ支援をするこ
とにより、農業者の育成を推進するもの。 




内容 

　経営規模拡大、経営転換を目指す農業者に対して、補助事業を活用して経
費の一部を補助するもの。 



１　農業後継者組織育成強化事業（市） 

　⑴　対象団体　松本市新しい農業経営者協議会 

　⑵　対象経費　協議会活動費 

　⑶　補助率　　活動費の１/３以内【上限】２０万円 

２　未来を担う農業経営者支援事業（市） 

　⑴　対象者　　認定農業者、認定新規就農者、女性農業者 

　⑵　対象経費　経営規模拡大等のための機械、施設の取得 

　⑶　補助率　　２/３【上限】５０～２００万円 

３　農地利用効率化等支援交付金（国） 

　⑴　対象者　中心経営体 

　⑵　補助率　取得に係る融資残額の３/１０ 

　⑶　限度額　３００万円 







効率指標

補助金交付件数

①

① 認定農業者への農地集積面積

継続事務事業

認定農業者数

事業概要

令和 5年度

農業者育成事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・各種補助事業を活用して、経営規模の拡大、高収益な品目への転換による農業収益の向上を推進します。 

・これからの農業を担う後継者組織への活動を支援し、農業の担い手の育成環境の整備を推進します。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市未来を担う農業経営者支援事業補助金交付要綱、松本市強い農業・担い手総合支援交付金事業助成金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農業者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業者育成事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

未来を担う農業経営者支援事業に取り組んだ農業者が増えたため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

38,224

33,670

0

令和　４年度 決算

24,023

令和　５年度 決算

29,299

24,745

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

4,554

0.600

8,400

0

0

0

4,554

0.600

25,270

4,554

19,469

4,554

0

0

24,745

4,554

0

0

0.600

0

0

4,554

0

0

0

19,469

0

0

0

0

0

60,733

4,554

4,554

0.600

0

0.600

0

0

令和　３年度 決算

65,287

60,733

0

0

0

4,554

7,590

16,980

令和　２年度 決算

21,534

16,980

0

4,554

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

68%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

97%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

ｈａ

①

②

①

②

③

①

単位

人

件／年

対象指標

活動指標

2,812.000 2,844.000 2,900.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

31.000

その他

2,850.000

令和　８年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

547.000

57.000

2,596.000

達成度

552.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

547.000 555.000 0.000

31.00026.000 38.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 03

事業１ 農村女性活動推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農村女性活動推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3222

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・協議会の事業を見直すため各地区の事業を選定しましたが、各地区の自主事業活動により、大幅な事業の削減
　には至りませんでした。 

　協議会事業：　４７事業 

　自主事業　：１６０事業 

・協議会内の事業内容の精査や他団体との意見交換等を通じて協議会の在り方を検討します。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

女性の農業経営者数

継続事務事業

地区会員数

事業概要

令和 5年度

農村女性活動推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業や地域活動の担い手として重要な役割を果たしている女性の活躍によ
る活力ある農村社会の構築を目的に、各種学習活動等を通じ農村女性活動の
推進を図る。 



内容 

　農村女性活動の推進を図るため、各地区へ事業推進活動を委託しているも
の。 



１　委託先　　　　　　 

　　まつもと農村女性協議会 



２　事業推進地区等　　 

　　９地区１団体　計１０団体 

　　推進地区：旧市・本郷・中山・入山辺・和田・島内・梓川・芳川・内田 

　　推進団体：長野県農村生活マイスター協会　松本ブロック 



３　地区推進活動 

　⑴　各種講座（料理・学習会・体操等）の開催 

　⑵　地域公民館活動の参加 

　⑶　農業委員との懇談 

　⑷　食育事業への参加 
 




効率指標

事業開催件数

家族経営協定数

①

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

260.000 280.000

160.000 130.000150.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

224.000 230.000 250.000

【総合評価】

評
価 Ｂ

206.000

R 4年度実績

令和　８年度

達成度

90%

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

206.000

179.000

240.000

270.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　８年度

令和　８年度

成果指標

令和　８年度

効率指標

170.000

その他

246.000 255.000

283.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

291.000 300.000 320.000

単位

人

件

件

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

906 906 906 906

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

91%

活動指標の増減維持理由

0

0

123%

91%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

1,370

令和　２年度 決算

3,035

1,370

0

1,665

0

0

令和　３年度 決算

3,095

1,430

0

0

0

759

7,590

1,430

1,665

759

0.100

906

0.100

0

0

0

1,420

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

1,420

1,665

0

0

1,330

1,665

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

1,330

1,665

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

2,995

1,330

0

令和　４年度 決算

3,085

令和　５年度 決算

2,995

1,330

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・各地区の事業数減少に伴い、委託料が減額となったため。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 03

事業１ 新規就農者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 新規就農者育成事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成13年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3221

農政課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・耕作者の高齢化や後継者不足により農業生産力の低下や、農地の適正な活用の低下が懸念されている。 

・県内外から意欲ある人材を確保するため、農業経営に必要な農地の確保、農業機械等の取得に対する支援 

　を行うほか、地域の農業者を中心とした営農指導により、新規就農者の地域への定着を図る。 

・情報発信の強化及び受け入れ態勢として住環境の確保関連施策を地域協働により実現していく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

新規就農者育成対策事業研修修了５年後の営農継続率（単
年）

②
新規就農者育成対策事業研修修了後の営農継続者数（累
計）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

新規就農者育成事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　新規就農者等の確保及び就農後の経営確立のため、関係機関が連携して農
地の確保、機械購入等への支援、営農指導等を行うことで安定的かつ効率的
に農業経営が行われるよう支援するもの。 



内容 

１　新規就農者育成総合対策 

　　49歳以下で独立・自営就農する認定農業者に対し、国・県の補助事業 

　を活用して資金を交付し、就農後のフォローアップを実施する。 



２　新規就農者育成対策事業 

　　農村の維持及び松本市の主要農作物の生産振興を図るため、JA・県と 

　の協働で、移住就農者を含む新規就農候補者に対し　実践的な農業研修 

　を実施し、併せて農地の確保、機械等の購入費助成、営農生活資金及び 

　家賃助成等を実施する。 






効率指標

新規就農者育成総合対策交付件数

新規就農者育成対策事業研修生採用人数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

3.000 3.000

14.000 14.00014.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

14.000

3.000

100.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

40.000

③

①

令和　７年度

令和　７年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

43.000

効率指標

12.000

その他

2.000 2.000

100.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

就農希望者を確保するため、より魅力的な就農支援を実施する。

②

対象指標

活動指標

100.000 100.000 100.000

45.000 48.000 50.000

単位

件／年

人

％

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

90%

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

67%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

8,117

令和　２年度 決算

33,522

28,209

20,062

5,313

0

30

令和　３年度 決算

30,701

25,388

18,855

0

0

5,313

7,590

6,503

5,313

5,313

0.700

0

0.700

0

0

0

27,284

20,693

0

0

0

30

0

0

0.700

0

0

5,313

0

30

6,561

5,313

0

30

8,833

5,313

5,313

0.700

0

0

0

30

5,313

0.700

10,370

5,313

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

41,213

35,900

25,500

令和　４年度 決算

32,597

令和　５年度 決算

43,396

38,083

29,220

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

国庫事業の対象者および補助金額の増加。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農用地利用権の集積を通じて農業の中核的な担い手の育成、確保と農用地
の有効利用を図り、農地保有の合理化と地域農業の振興、農業構造の改善に
資するための施策を実施する。 


内容 

１　人・農地プランの推進 

　　農地の集積・集約化を図るため、人・農地プランの見直し及び更新を
　行う。 


２　農地中間管理事業 

　　農地中間管理機構の委託を受け、窓口業務を行う。 



３　機構集積協力金交付事業 

　⑴　地域集積協力金：貸付面積に応じて地域に対して交付 

　⑵　経営転換協力金：離農や経営転換等で農地を貸し付けた者へ交付 



４　土地利用型経営規模拡大奨励金交付事業 

　⑴　交付対象者　認定農業者 

　⑵　交付額　 

　　　新規設定：6,000円／10ａ（存続期間3年以上で契約初年のみ） 

　　　再設定　：R3年度2,250円／10ａ 

　　　　　　　　R4年度1,500円／10ａ 

　　　　　　　　R5年度　750円／10ａ 






効率指標

①

① 認定農業者への農地集積面積

継続事務事業

認定農業者数

事業概要

令和 5年度

農用地高度利用流動化事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・地域の農業の中核を担う農業経営体が、安定的、効率的な農業経営を継続できるように農地の集積・集約化
を図り、併せて規模拡大を目指す農家への支援を検討し、地域農業の維持・発展を図る。 

・「人・農地プラン」から「地域計画」への移行を踏まえ、貸借が進まない狭小、不整形等の条件が悪い農地
の対応を検討する。 ○

連絡先 34-3222

農政課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱 農業経営基盤強化促進法

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農用地高度利用流動化事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農用地高度利用流動化事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 03

1103



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

2,810

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・市単補助金の制度変更（経過措置期間あり） 

・国庫補助金の制度変更

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

16,619

8,270

0

令和　４年度 決算

37,944

令和　５年度 決算

23,103

10,079

0

1,655

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

8,349

1.100

2,150

0

0

2,300

8,349

1.100

3,820

14,179

21,358

13,024

0

2,120

7,788

13,024

171

0

1.100

1,655

0

8,349

0

2,166

1,655

24,920

0

1,647

0

0

1,915

38,025

13,024

8,349

1.100

3,020

1.100

1,884

0

令和　３年度 決算

55,025

42,001

0

1,810

0

8,349

7,590

61,490

令和　２年度 決算

78,961

65,708

0

13,253

0

2,703

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

1,515

0

100%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

3,020 3,020 3,020 3,020

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

ｈａ

①

②

①

②

③

①

単位

人
対象指標

活動指標

2,911.000 3,033.000 2,900.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

2,850.000

成果指標

令和　８年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

547.000

2,596.000

達成度

552.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

553.000 558.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　荒廃農地を解消するもの 


内容 

　荒廃農地と認定されている農地において、新たにその農地を借り受け、農
地として適正に利用する者に対して、再生に係る経費の一部を補助するもの
です。 

１　交付対象者 

　　遊休荒廃農地を取得又は貸借によって耕作する者 



２　交付額 

　　3,500円～7,000円/a 



３　交付要件 

　⑴　２年以上耕作されていないこと。 

　⑵　所有者に耕作の意思がないこと。 

　⑶　５年以上継続して申請者が耕作すること。 






効率指標

補助金交付件数（累計）

①

① 本事業による遊休荒廃農地解消面積（累計）

継続事務事業

遊休荒廃農地面積

事業概要

令和 5年度

遊休荒廃農地対策事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

関係機関と協力して、引続き荒廃農地の発生防止に努める。 

遊休荒廃農地は、耕作条件が整わない等の理由により発生しているため、生産農地として活用する農地と、粗
放的に管理する農地とを明確にしていく必要がある。

○

連絡先 0263-34-3222

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市遊休荒廃農地対策事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別平成17年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 遊休荒廃農地対策事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 遊休荒廃農地対策事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

農業従事者の減少により、荒廃化している農地を利用する農業者が減少したため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1,279

520

0

令和　４年度 決算

1,053

令和　５年度 決算

920

161

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

520

759

294

759

0

0

161

759

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

294

0

0

0

0

0

661

759

759

0.100

0

0.100

0

0

令和　３年度 決算

1,420

661

0

0

0

759

7,590

1,358

令和　２年度 決算

2,117

1,358

0

759

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

ｈａ

①

②

①

②

③

①

単位

ｈａ

件

対象指標

活動指標

3.800 4.200 0.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

10.000

その他

3.600

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

159.000

7.000

3.200

達成度

146.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

143.200 142.000 0.000

12.00011.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 03

事業１ 地域営農システム推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 地域営農システム推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別梓川 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 78-3002

農政課

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　梓川営農支援センターは、農業者と行政、農業者団体等と連携し、農家組合長会など４つの専門部会が担う事業をとおし
て梓川地域の農業振興を推進する中心的組織となっている。各地区では、事業計画に基づく有害鳥獣対策や農地パトロー
ル、農家意向調査等により、農業環境の維持改善、荒廃農地化の防止や農地の流動化が図られている。 

　今後は、農業者の高齢化や農家の担い手不足等の地域課題を地域全体で共有し、より一層の農地集積の推進を図るととも
に、集約化も進めて行く必要がある。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

地域営農システム推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　梓川営農支援センターの運営を行うことで、梓川地区の農業振興を図るも
の 


 

内容 

１　梓川営農支援センターの業務 

　⑴　農業振興計画の樹立及び具体的振興方針の策定、推進 

　⑵　農用地の流動化、利用集積の促進 

　⑶　農作業の受委託及び労働力の確保 

　⑷　米の生産数量調整対策 

　⑸　認定農業者及び担い手農業者の育成、指導、経営管理指導 

　⑹　新技術の導入及び技術の向上、研究開発等営農指導の推進等 



２　組織等 

　⑴　構成団体等 

　　ア　構成団体：JA他12団体 

　　イ　構成員：55名 

　　ウ　地区農家組合：19組織 

　⑵　組織 

　　ア　農家組合長会 

　　イ　農地部会 

　　ウ　生産振興部会 

　　エ　生活環境部会 



３　活動実績 

　⑴　農地パトロールや農家意向調査を基に、農地の流動化を促進し、荒
　　廃農地化の防止や農業環境の維持改善 

　⑵　鳥獣防護柵の巡回点検によって、鳥獣による農業被害の防止 

　⑶　農業用廃プラスチック類、不要農薬回収による環境にやさしい農業
　　の推進

効率指標

営農支援センター農家組合活動回数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

408.000 400.000400.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

334.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

408.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

回

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

2,718 2,718 2,718 2,718

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

102%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

2,400

令和　２年度 決算

6,041

2,564

0

3,477

0

164

令和　３年度 決算

6,041

2,564

0

0

0

759

7,590

2,400

3,477

759

0.100

2,718

0.100

0

0

0

2,506

0

0

0

0

160

0

0

0.100

0

0

759

0

164

2,346

3,477

0

160

2,318

3,477

759

0.100

0

0

0

160

759

0.100

2,400

3,477

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

6,037

2,560

0

令和　４年度 決算

5,983

令和　５年度 決算

5,955

2,478

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 経営所得安定対策等推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 経営所得安定対策等推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱 経営所得安定対策等実施要綱　　経営所得安定対策等推進事業費補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3222

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・国の方針である主食用米の需要に応じた適正生産の推進が重要と認識し、農業者が方針に沿って主食用米の
適正生産に取組むことを継続する。 

・地域の特性に応じた水田農業を推進するとともに、農業者の所得向上を図るため、収益性の高い園芸品目等
の導入、経営の複合化、スマート農業技術導入による農作業の効率化、生産コストの削減の取組みを推進す
る。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

経営所得安定対策交付金申請者数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

経営所得安定対策等推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　国の政策として、農家の経営安定と農作物の生産力確保等、水田農業全体
の所得向上等を図り、食料自給率の向上と農村が保有する多面的機能の保全
を推進するために行なうもの。 



内容 

１　需要に応じた主食用米の適正生産の推進 

　　農業再生協議会（事務局：農政課）が主体となり、県が提示する主 

　食用米の生産数量目安値に基づき、各地区農業再生協議会及び各農業 

　者に対し提示ルールを定めて周知するとともに、地域間調整等を活用 

　して需要に応じた米づくりの推進を図るもの 

２　経営所得安定対策等事業の推進 

　　農業者は、出荷販売を目的に戦略作物（麦、大豆、そば等）を生産 

　することにより、国の経営所得安定対策交付金を活用しており、農業 

　再生協議会（農政課）において申請受付や現地確認等の業務を行なう 

　もの 

　⑴　営農計画書の配布回収及びデータの精査、水田台帳の整備 

　⑵　経営所得安定対策交付金申請要件抽出、申請書発送及び申請受付 

　⑶　交付金交付対象圃場の水田現地確認の実施 

　⑷　申請者からの実績報告書類の精査、交付金データの作成及び国へ 

　　の提出（交付金は国から直接申請者に支払いとなるもの） 







効率指標

主食用米の生産数量

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

2,518.640 2,510.0002,511.340

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,662.730

851.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

2,524.600

その他

834.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

796.000 780.000 770.000

単位

ｈａ

経営体

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

9,060 12,080 12,080 12,080

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

103%

活動指標の増減維持理由

国の主食用米需給見通し（減少で推移）を踏まえ、前年度比1.5%/年度程度で生産数量が減少すると見込む。

23,946

0

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

国の交付金交付要綱の改定（水活交付金見直し、畑地化の推進）等により、10経営体/年度程度で申請者数の減少を見込む。

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

10,258

令和　２年度 決算

52,404

34,204

0

18,200

0

0

令和　３年度 決算

75,256

32,056

0

26,266

0

15,180

7,590

5,790

43,200

30,360

4.000

3,020

2.000

0

0

3,780

32,595

0

24,119

0

0

549

22,287

0

3.900

0

0

29,601

0

0

7,927

41,681

0

545

1,492

38,645

26,565

3.500

21,810

0

0

540

22,770

3.000

4,000

34,850

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

49,120

26,350

0

令和　４年度 決算

62,196

令和　５年度 決算

50,889

24,324

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

県支出金は減少傾向で補助対象経費の10/10で計上しているが、内示額は例年同様、補助対象経費の６割程度。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　有害鳥獣による農作物被害や自然災害等による農業者の経営意欲の減
退を防ぎ安定的な経営を支援するもの 





内容 

１　倒木撤去 

　　倒木により破損した鳥獣防護柵を補修するため、作業の支障となる 

　倒木を撤去し破損個所を補修できるよう整え、防護柵補修作業及び維 

　持管理に危険が無いよう安全を確保するもの 

２　原材料費 

　　倒木により破損した防護柵を補修するため、必要な原材料費を提供 

　するもの 

３　収入保険加入支援事業 

　　自然災害や農作物の価格低下など、農業者の経営では避けられない 

　収入減少を補てんする収入保険への加入を支援するため、農業者が支 

　払う保険料等の一部を補助するもの 

４　きのこ培地資材価格高騰緊急対策事業 

　　きのこ培地資材費に係る増加分の一部を補てんし、きのこ生産者の 

　経営における負担軽減を図るもの 

５　松本波田道路関係地区農業生産事業 

　　松本波田道路（中部縦貫自動車道）建設工事に伴い用地を提供した 

　地区（島立、和田、新村、波田）の要望に対して農業振興を推進する 

　ため、補助するもの 

６　産地生産基盤パワーアップ事業（麦・大豆機械導入対策） 

　　生産拡大に向けた機械・施設の導入経費の一部を補助するもの 




効率指標

収入保険加入者数

獣害防護柵の設置延長

①

① 鳥獣害による農作物被害額

継続事務事業

きのこ培地資材価格高騰緊急対策事業の出荷数量

事業概要

令和 5年度

経営支援対策事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　有害鳥獣による農作物被害や自然災害による収入減少への備えなど、様々な取組みで農業者の経営を支
援する必要があります。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
松本市農業生産振興事業補助金交付要綱 


地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 経営支援対策費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 経営支援対策費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

収入保険加入支援事業について、収入保険制度への新規加入者が増加したため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

21,587

19,310

0

令和　４年度 決算

22,295

令和　５年度 決算

40,041

37,764

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

2,277

0.300

160

0

0

0

2,277

0.300

19,150

2,277

13,767

8,349

0

0

27,982

2,277

9,782

0

1.100

0

0

8,349

0

0

0

13,946

0

179

0

0

0

7,621

8,349

8,349

1.100

0

1.000

0

0

令和　３年度 決算

15,970

7,621

0

0

0

7,590

7,590

1,486

令和　２年度 決算

9,076

1,486

0

7,590

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

42%

97%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

155%

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

千円

①

②

①

②

③

①

単位

㎏

戸

㎞

対象指標

活動指標

65,828.000 60,000.000 42,500.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

123.000

その他

175.000 175.000

59,951.000

令和　９年度

令和　８年度

成果指標

令和　８年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

69.000

175.000

45,436.000

達成度

59,854.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

26,269.000 51,541.000 0.000

279.000

180.000

249.000 600.000

175.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 環境保全型農業直接支払事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 環境保全型農業直接支払事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成27年度 ～

根拠法令要綱 松本市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・高齢化等の理由により有機農業等の環境保全効果の高い営農活動の取組を取り止める者がいたが、新
規取組者が増加したため面積が拡大した。 

・事業規模拡大のために、事業の認知度向上に努め農業者の関心を高める必要がある。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

環境保全型農業直接支払事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業の持続的な発展と農業の有する多面的機能を発揮するために、農
業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖化防止や生物
多様性保全等に効果が高い農業生産活動を推進するもの 





内容 

１　事務費 

　　農業者等への事業周知や実施状況等の確認に係る事務費への国の定
　額補助（50千円） 



２　交付金 

　　堆肥の施用等の環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者団体
　に対し、取組面積に応じて支援するもの 

　⑴　対象者 

　　　販売を目的に生産し、化学肥料・化学農薬を原則５割以上軽減す
　　る取り組みと合わせて環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業
　　者団体等 

　⑵　支援単価 

　　　最高12,000円/10ａ（取組内容により異なる）　 

　⑶　補助率 

　　　国１／２、県１／４、市１／４ 


効率指標

補助金交付面積
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

2.818 3.9572.761

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2.638

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　９年度

成果指標

効率指標

2.504

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

ｈａ

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

1,722

0

71%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

557

令和　２年度 決算

6,074

2,279

0

3,795

0

0

令和　３年度 決算

5,719

1,924

0

1,456

0

3,795

7,590

468

3,795

3,795

0.500

0

0.500

0

0

0

1,805

0

1,366

0

0

0

1,377

0

0.500

0

0

3,795

0

0

439

3,795

0

0

444

1,518

1,518

0.200

1,530

0

0

0

1,518

0.200

490

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,538

2,020

0

令和　４年度 決算

5,600

令和　５年度 決算

3,339

1,821

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　野菜・果樹・花き生産者の生産力の向上と経営の安定化を図るもの 




内容 

１　産地生産基盤パワーアップ事業補助金 

　　収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、農業者等の行う高性能
　機械・施設の導入や栽培体系の転換などに対して総合的に支援するも
　の
　　令和３年度に産地パワーアップ計画に基づき、ＪＡ松本ハイランド
　が 
実施した、すいか共選所選果設備整備に対し支援を実施 

２　農畜産物生産出荷安定対策事業補助金 

　　市場の価格変動による農家の収入減少に補てん金を支払う生産安定
　基 
金への加入する農家の掛金の一部を補助するもの 

３　果樹共済加入促進対策事業補助金 

　　災害発生時へのリスクを軽減させ果樹農家の経営安定を図るため、
　共済掛金の一部を補助するもの 




効率指標

果樹共済への加入率（面積）

①

継続事務事業

農畜産物生産出荷安定対策事業補助金の対象出荷数量
（野菜・きのこ類）

事業概要

農畜産物生産出荷安定対策事業補助金の対象出荷数量
（花き）

令和 5年度

野菜・果樹・花き振興事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

１　産地生産基盤パワーアップ事業及び農畜産物生産出荷安定対策事業 

　　資材価格の高騰や市場価格の大幅な変動等のリスクを避け、安定的な農業経営と収益力の向上を目指
　すため、支援を継続する。 

２　果樹共済加入促進対策事業 

　　収入保険制度の創設等により加入者が減少傾向であるため、事業の廃止を検討。 ○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
松本市農業生産振興事業補助金交付要綱、松本市農畜産物生産出荷安定対策事業補助金交付要綱、松本市果樹共済加入
促進対策事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別平成10年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 野菜・果樹・花き振興費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 野菜・果樹・花き振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

　令和４年度は、産地生産基盤パワーアップ事業を活用した大規模な施設整備や地方創生臨時交付金を活用した物価上昇等緊急対策に
取り組みましたが、令和５年度は大規模な施設整備事業等がなかったため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

26,635

22,840

0

令和　４年度 決算

652,064

令和　５年度 決算

27,061

23,266

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,795

0.500

0

0

0

0

3,795

0.500

22,840

3,795

43,244

11,340

0

0

23,266

3,795

0

0

1.500

0

0

11,340

0

0

0

640,724

46,930

550,550

0

0

0

13,929

7,560

7,560

1.000

0

1.000

0

0

令和　３年度 決算

39,566

32,006

0

18,077

0

7,560

7,560

12,406

令和　２年度 決算

23,682

16,122

0

7,560

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

30%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

3,716

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,560

人件費合計

平均年収 7,560 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

ケース

本

％

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

17.000

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

1,927,529.000

2,112,668.000

30.000

達成度

1,749,580.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

2,224,139.000 2,200,000.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

1,771,022.000 1,800,000.000 0.000

0.000

15.00015.000 50.000

2,146,087.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地域における畜産業の経営安定を図るため、広域家畜診療への運営負
担及び農家等への支援事業を行うもの 

　また、放牧飼育できる場所を提供し、畜産振興を図るもの 


内容 

１　赤田沢牧場借上料 

　　市が牧場用地を国から㈲山岳牧畜研究会へ貸出し、高品質な乳製品
　等を加工、ブラウススイス種を広大な草地で放牧飼育できる場所を提
　供するもの 

２　長野県農業共済組合　家畜診療所運営負担金 

　　中信地区の広域的な家畜診療運営に対して運営費を負担するもの 

３　農畜産生産出荷安定対策事業 

　　畜産物の価格変動による農家経営の不安定化を防止するため、共済
　掛金の一部を補助するもの 

４　高品質畜産物生産基盤確立支援事業 

　　酪農ヘルパーの利用、優良豚の解体及び等級の高い肉用牛の出荷へ
　補助を行い、畜産農家生産意欲向上と経営安定を目指すもの 







効率指標

酪農ヘルパー利用回数

①

① 肉用牛の公社等への出荷頭数（Ａ４以上）

継続事務事業

肉牛の基金協会加入数量

事業概要

家畜診療所診療件数

令和 5年度

畜産振興事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　高齢化による畜産農家の減少に加え、飼料価格高騰や子牛の価格低下など畜産業は厳しい経営状況のた
め、引き続き経営安定を図るため事業を継続する。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
松本市農畜産物生産出荷安定対策事業補助金交付要綱 

松本市農業生産振興事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 畜産振興費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 畜産振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

　令和４年度は、畜産・酪農強化整備等特別対策事業（家畜飼養施設整備）に取り組みましたが、令和５年度は畜産・酪農強化整備等
特別対策事業がかったため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

14,238

12,720

0

令和　４年度 決算

67,688

令和　５年度 決算

12,488

10,970

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,518

0.200

580

0

0

100

1,518

0.200

12,040

1,518

10,645

7,590

0

105

10,865

1,518

0

0

1.000

0

0

7,590

0

0

0

60,098

0

49,453

0

0

0

11,161

7,590

7,590

1.000

0

1.000

0

0

令和　３年度 決算

18,751

11,161

0

0

0

7,590

7,590

11,922

令和　２年度 決算

19,512

11,922

0

7,590

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

124%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

121%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

頭

①

②

①

②

③

①

単位

頭

件

回

対象指標

活動指標

664.000 610.000 550.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

562.000

その他

505.000

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

315.000

192.000

601.000

601.000

達成度

189.000

R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

177.000 177.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

454.000 323.000 0.000

0.000

656.000722.000 580.000

169.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 03

事業１ 四賀有機センター管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 四賀有機センター管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成10年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別四賀 その他施設 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3222

農政課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　令和６年度は堆肥の製造及び販売を継続しつつ、施設の廃止に向けた準備を行う。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

堆肥販売量（ｔ）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

四賀有機センター管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　家畜排せつ物を堆肥化することにより畜産環境問題を改善し、有機肥
料として販売することで農地の土壌改良と科学肥料の使用を減らした持
続性の高い農業生産方式の導入を促進する。 



内容 

１　実施内容 

　　施設内にある畜糞の製品化 



２　活動実績 

　⑴　有機堆肥の販売・散布 

　　ア　30ℓ 袋、フレコン、バラの３種類による販売 

　　イ　散布機によるほ場への散布 

　⑵　臭気対策 

　　　堆肥化に伴う悪臭の削減と飛散防止 

　　ア　臭気モニターにより発生状況を把握し原因究明と対策を図っ
　　　た。 

　　イ　建物の隙間の密閉化による飛散防止 

　　ウ　上記の対策によって、苦情件数も減り臭気モニター委託の結果
　　　も皆減した。 

　⑶　施設の用途廃止に向けた検討 

　　　今後の施設に係る収支改善が見込めないことなどから、市として
　　当該施設の用途廃止に向けた方向性を打ち出し、令和5年10月13日 

　　をもって畜糞の受入れを終了した。 


効率指標

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｃ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

890.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

令和　７年度

効率指標

その他

934.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

767.000 1,440.000 767.000

単位

ｔ

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 0 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 D コストに対する成果や効果がやや乏しい

0 604 604 604

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

概ねなっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 C

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

27,050

令和　２年度 決算

41,523

38,642

0

2,881

5,519

6,073

令和　３年度 決算

44,872

42,595

0

0

0

2,277

7,590

32,950

2,277

2,277

0.300

604

0.300

0

0

0

44,162

0

0

0

3,243

5,923

0

0

0.300

0

0

2,277

3,968

5,677

34,996

2,881

1,357

5,205

34,712

2,881

2,277

0.300

0

0

0

6,910

2,277

0.300

32,290

2,881

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

42,081

39,200

0

令和　４年度 決算

47,043

令和　５年度 決算

44,155

41,274

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　食料の安定供給を図るため、県が農業を振興すべきとしたエリアを基
に、市町村が優良農地（農振農用地）の設定を行うもので、法令よりおお
むね5年に一度見直すこととされている。（前回は平成28年度に完了）


内容

　おおむね10年間にわたり、農用地として存続すべき土地を農振農用地と
して編入、反対に周辺の状況から農業振興を図ることが認めがたい土地は
除外し、日々変化する松本市の土地利用に合った真に確保すべき農振農用
地を明確に位置づけるもの。



１　見直し対象

　　市街化調整区域と四賀・安曇・奈川地区内の7,515ha、5.3万筆余り



２　年度別計画

　⑴　令和４年度

　　ア　農用地等面積や土地利用等の基礎調査を実施

　　イ　専門業者と委託契約を締結（令和４年度から２ヵ年）

　⑵　令和５年度

　　ア　見直し基準に基づき、除外・編入候補地を選定

　　イ　候補地について、農振協議会等の協議、地権者の意向確認を実施

　⑶　令和６年度

　　　農業振興地域整備計画変更案を作成し、県協議後、完了公告を行う


効率指標

農振農用地面積

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

農業振興地域整備計画総合見直し事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　法の定めから、おおむね５年間隔で必要な予算を確保して、道路敷などの法定不適当地や生産性の低い孤
立農地等の除外を進め、優良農地を農用地として適切に管理・保全することが必要である。農業振興と開発
行為の健全な調整に向けて、引き続き地区の農業者、町会関係者、農業委員会等から意見を聴取し、本計画
の適切な管理・運営を図る。 ○

連絡先 34-3221

農業委員会事務局

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 農業振興地域の整備に関する法律

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 4年度 ～ 令和 6年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農業振興地域整備計画管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業振興地域整備計画総合見直し事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

2,502

380

0

令和　４年度 決算

11,377

令和　５年度 決算

9,367

3,915

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

0

1,518

0.200

380

2,122

4,407

6,970

0

0

3,915

5,452

0

0

0.600

0

0

4,554

0

0

0

4,407

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

101%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

総合見直しにおいて令和６年度中に1500筆弱の除外を予定

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 2,416 2,416 604

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

ｈａ

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

7,515.000

その他

令和　８年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

7,520.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

7,384.0007,479.000 7,381.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　道の駅「風穴の里」の給水設備（加圧ポンプ、受水槽、給水ポンプ）
は、設置から３０年以上経過しており老朽化が著しく、毎年多くの観光客
が立ち寄る重要な拠点施設であることから、機能維持のため給水設備の改
修を行うもの



内容

１　水車小屋アスベスト含有調査

　⑴　概要

　　　水車小屋解体工事に先立ち、建物内のアスベスト含有の有無を

　　調査するもの

　⑵　金額

　　　１９３，６００円


２　水車小屋解体工事

　⑴　概要

　　　受水槽改修工事に先立ち、受水槽設置予定位置にある水車小屋を

　　解体するもの

　⑵　金額

　　　１，２７６，０００円


３　受水槽改修工事

　⑴　概要

　　　既設の受水槽及び給水ポンプを撤去し、受水槽、加圧ポンプ及び

　　配管を更新するもの

　⑵　金額

　　　３１，９００，０００円


効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

安曇風穴の里整備事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　予定していた工事は終了し、今後も適切な維持管理及び必要に応じた整備を行っていく。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 観光・交流施設 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 5年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

なし

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農業振興関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 安曇風穴の里整備事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

34,129

33,370

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

24,922

8,448

759

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価

0

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　梓川地場産品直売センター及び奈川農機具倉庫について、公共施設等総合
管理計画に基づき施設を解体を行うもの 



内容 

１　農機具倉庫 

　⑴　事業内容 

　　ア　施 設 名　農機具倉庫 

　　イ　所 在 地　松本市奈川２５５４番地１０ 

　　ウ　施設取得　昭和５６年度 

　　エ　延床面積　７５．００㎡ 

　　オ　構　　造　木造平屋建 

　　カ　付属施設　仮設トイレ 

　⑵　経過 

　　　Ｒ５．１２．２１　黒川渡町会から松本市に無償譲渡の申請 

　⑶　結果 

　　　２月定例議会で、無償譲渡について議決 

２　梓川地場産品直売センター 

　⑴　事業内容 

　　ア　施 設 名　梓川地場産品直売センター 

　　イ　所 在 地　松本市梓川倭２１０２番地１ 

　　ウ　概　　要　 

　　　(ｱ)　売場　木造平屋建　　延　６２．１０㎡ 

　　　(ｲ)　倉庫　鉄骨造平屋建　延　４８．４５㎡ 

　　　(ｳ)　便所　木造平屋建　　延　２６．１１㎡ 

　⑵　経過 

　　　Ｒ５．１２．２１　地権者から松本市に施設の譲渡申請 

　⑶　結果 

　　　２月定例議会で、無償譲渡について議決 
 




効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

農業振興関連施設解体事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　公共施設等総合管理計画に基づき施設を解体する予定であったが、地元町会及び地権者からの譲渡申請が
あったため、解体は行わずに譲渡することになった。

○

連絡先 78-3002

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 その他施設 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 5年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

なし

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

事業１ 農業振興関連施設管理費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 06 事業２ 農業振興関連施設解体事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

11,669

10,910

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

1,556

1,254

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

0

0.000

0

8,400

0

0

759

0.100

2,510

759

0

0

0

0

154

302

0

1,100

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 302 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 農畜産物販売促進事業費

６－５異業種連携による食産業の振興 款 06 事業２ 農畜産物販売促進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－５異業種連携による食産業の振興

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

③

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成25年度 ～

根拠法令要綱
松本市農産物販売促進事業補助金交付要綱 

松本市子ども・若者農業体験支援事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

①

維持

コスト

③ インスタグラムの農畜産物の投稿に対するいいね数

連絡先 34-3221

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　地場産農畜産物をＰＲするために市内外へのより効果的な発信が必要です。令和６年度の具体的な取組みと
して、地元大学生等ＳＮＳに精通する世代の意見を聞くことで内容のブラッシュアップと発信方法の改善を目
指します。 

　農畜産物販売促進としては、異業種交流会の開催回数を増やしてマッチングの機会増加を図ります。 

　地産地消の推進としては、小中学生に向けた農業体験事業の継続、異業種交流会を通じた給食センターと生
産者等とのマッチングを図ることで支援していきます。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

地域農産物による新たな商品開発件数（Ｈ２５年度からの
累計）

② 農畜産物のふるさと納税寄付件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

農畜産物販売促進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市の農畜産物のブランド化や販路力強化を推進し、農業所得向上につ
なげる。農産物の地産地消の推進と消費拡大により、地域の農業及び関連事
業の振興を図り、地域を活性化させるもの。 



内容 

１　農畜産物のブランド化の推進 

　⑴　農畜産物の情報発信 

　　ア　ふるさと納税返礼品登録推進（登録件数８６件） 

　　イ　市ＨＰ、ＳＮＳを通じた旬の農産物の情報発信（実績３１回） 



２　農畜産物販売促進（販路開拓、地場農産物の付加価値向上） 

　⑴　６次産業化（商品開発、販路開拓）に係る経費の補助（実績０件） 

　⑵　各分野の専門家から構成した委員による審査会（未開催） 

　⑶　農畜産物通販サイト説明会（２回開催） 

　⑷　異業種交流会（１回開催） 

　⑸　６次産業化セミナー（隔年実施のため未開催） 

　⑹　すいかのトップセールス（７月に東京・大阪で実施） 



３　地産地消の推進 

　⑴　子ども・若者農業体験支援事業補助金（１０件） 

　⑵　松本一本ねぎ栽培講習会（２回） 

　⑶　学校給食への地元食材提供支援 

　　（学校給食に地元農産物（松本地域産）を使用する割合１８．５％） 


効率指標

地域農産物による新たな商品開発支援件数（Ｈ２５年度か
らの累計）

農畜産物のふるさと納税返礼品出品数

インスタグラムによる農畜産物の投稿回数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

100.000 120.000

13.000 18.000

15.000 20.000

15.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

13.000

44.000

13.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

208.000

0.000件③

①

令和　７年度

令和　７年度

11.000

令和　７年度成果指標

令和　７年度

令和　７年度

0.000 10.000

938.000

効率指標

13.000

その他

82.000 86.000

13.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

令和　７年度

13.000 15.000 18.000

934.000 1,200.000 1,500.000

4,420.000 4,444.000 5,250.000 7,000.000

単位

件

件

回

件

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

55%

72%

62%

63%

活動指標の増減維持理由

・商品開発支援の申請がなく、補助実績の変動がありません。 

・水耕栽培で生産する農家やＪＡの協力により、学校給食で新たに使用する品目が増加しました。

0

0

72%

72%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

9,758

令和　２年度 決算

31,010

9,758

0

21,252

0

0

令和　３年度 決算

23,420

2,168

0

0

0

21,252

7,590

2,168

21,252

21,252

2.800

0

2.800

0

0

0

2,381

0

0

0

0

0

0

0

2.800

0

0

21,252

0

0

2,381

21,252

0

0

2,060

13,662

13,662

1.800

0

0

0

0

9,867

1.300

8,840

10,169

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

19,009

8,840

0

令和　４年度 決算

23,633

令和　５年度 決算

15,722

2,060

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・令和５年度は農畜産物販売事業補助金の交付実績がなかったことにより事業費減少

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 02

事業１ クラインガルテン関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 奈川クラインガルテン管理運営事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

なし

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別奈川 観光・交流施設 政策的経費

維持

コスト

連絡先 78-3002

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　全棟調査の結果を踏まえ、今後の方針について検討を行い、改修計画を立てていく必要がある。 

　また、大原クラインガルテンの改修工事及び今後の利用料の改正等を踏まえ、神谷・入山クラインガルテン
の今後の在り方について検討する必要がある。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

奈川クラインガルテン契約率

② クラインガルテン利用状況

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

奈川クラインガルテン管理運営事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　奈川地区のクラインガルテンの長寿命化を図るとともに、施設利用要件の
見直しを行うもの 



内容 

１　実施内容 

　⑴　クラインガルテンのラウベの全棟調査を実施し、施設の現状把握を 

　　行う。 

　⑵　その結果をもとにクラインガルテン施設の改修を行い、施設の長寿 

　　命化を図る。 



２　Ｒ５年度実績 

　⑴　実施内容 

　　　大原クラインガルテンのラウベ（３５棟）の全棟調査 

　⑵　事業費 

　　　１，３７５，０００円 







効率指標

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

100.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

9,583.000

③

①

令和　７年度成果指標

令和　７年度

10,601.000

効率指標

その他

100.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

100.000 100.000 100.000

11,000.000 11,000.000 14,640.000

単位

％

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

75%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,375

76

76

0.010

0

0

0

0

380

0.050

0

380

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

380

0

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

1,451

1,375

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　坊主山クラインガルテンガラス温室は現在使用されておらず、屋根ガラス
の割れや壁等の老朽化も激しく危険な状態のため解体を行うもの。 



内容 

１　事業内容 

　　ガラス温室（鉄骨造（Ｓ）、床面積191.00㎡） 

　⑴　事業年度：Ｈ６～経過年数２８年 

　⑵　松本市四賀クラインガルテン管理施設 



２　令和５年度事業内容 

　　ガラス温室解体 



３　令和５年度予算額 

　　工事請負費　1,530千円 



４　財源 

　　一般財源 


効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

坊主山クラインガルテン内ガラス温室解体事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　ガラス温室は解体済みで、財産台帳から削除済み。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別四賀 観光・交流施設 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 5年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

なし

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ クラインガルテン関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 坊主山クラインガルテン内ガラス温室解体事

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

3,575

1,298

0

0

0

0

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

2,277

0.300

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

1,298

2,277

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

0

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

0

人件費合計

平均年収 0 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

　令和５年度内に施設を廃止し解体済み。

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　老朽化している施設の改修を実施するもの。 



内容 

　芥子坊主農村公園の設備改修 



１　令和５年度 

　　トイレの改修 

２　令和６年度 

　⑴　ベンチ、机、外灯、案内看板の改修 

　⑵　支障木の伐採 






効率指標

① テントサイト利用件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

芥子坊主農村公園再整備事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・トイレの改修が完了 

・利用者へのアンケートや地元との意見交換等を通じて公園の在り方を検討し、必要な整備を行います。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱 農村公園条例

地域区分 予算要求区分施設種別 スポーツ・公園施設 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 6年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農村広場管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 芥子坊主農村公園再整備事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・トイレの改修費用

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

8,018

6,500

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

27,755

26,237

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

6,500

1,518

0

0

0

12,000

14,237

1,518

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

68%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

件

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

611.000 700.000 900.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

718.000

成果指標

令和　８年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

832.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 02

事業１ 山田地区クラインガルテン整備事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 山田地区クラインガルテン整備事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～ 令和 8年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 文化・コミュニティ施設 政策的経費

維持

コスト

連絡先 0263-34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

令和９年度施設利用開始に向け地元との協議を重ね、事業を推進します。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

山田地区クラインガルテン整備事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

エコトピア山田再整備に係る島内山田地区の要望により、令和９年度利用開
始に向けてクラインガルテンを整備するものです。 


 

内容 

１　交流施設４００㎡／１棟　 

　　交流スペース、調理スペース及び災害時避難所機能を有するもの 



２　農園２５区画（３００㎡／区画） 



　⑴　宿泊施設５０㎡（１Ｒ・バス・トイレ付） 



　⑵　菜園スペース２００㎡ 



　⑶　フリースペース５０㎡ 






効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

5,082

0

0

0

0

0

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

5,082

3,036

0

0

12,155

3,036

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

34,730

3,036

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

37,766

34,730

0

令和　４年度 決算

8,118

令和　５年度 決算

15,191

12,155

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

整備範囲の拡大、委託業務単価の上昇による。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地域計画等に位置付けられた地域の中心経営体等の後継者が経営継承
後の経営発展に関する計画等を策定し、同計画に基づく取り組みを行う
場合の経費を国と市が一体となって支援するものです。 



内容 

１　対象者 

　　中心経営体等である先代事業者から経営の主宰権の移譲を受けた者 

２　対象経費 

　　経営管理の高度化、省力化、業務の効率化のための機械装置等の購
　入費、新たな品種や部門の導入のための開発、取得費等 

３　補助率 

　　国1/2、市1/2（上限1,000千円） 




効率指標

① 認定農業者への農地集積面積

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

経営継承・発展等支援事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　農業経営者の一層の高齢化と減少が急速に進行する中、中心経営体の後継者への活動を支援し、農業の
担い手の育成環境の整備を推進します。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市農業生産振興事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 3年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農業者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 経営継承・発展等支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

事業の取り組みを要望していた農業者が、申請辞退や事業不採択となったため

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

5,759

5,000

2,500

令和　４年度 決算

7,759

令和　５年度 決算

759

0

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

2,500

759

3,500

759

0

0

0

759

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

7,000

3,500

0

0

0

0

1,741

759

759

0.100

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

4,241

3,482

1,741

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

97%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

ｈａ

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

2,812.000 2,844.000 2,900.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

2,850.000

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,596.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 03

事業１ スマート農業推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ スマート農業推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱 松本市スマート農業推進事業費補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・主に導入されているスマート機械は、大型で高価なものが多く自己の経営面積や費用対効果を十分に検討す
る必要があり、こうした状況から大規模経営農家が積極的に導入している。 

・資材価格が高騰する中、農産物価格に生産コスト上昇分をいかに転嫁するかが今後の課題 

・農業が抱える課題の解決に向け、引き続き、省力化、精密化や高品質生産を実現するための機械導入を推進
していく。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

認定農業者への農地集積面積

継続事務事業

認定農業者数

事業概要

令和 5年度

スマート農業推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　スマート農業を積極的に推進するため、スマート農業に資する機械等の購
入に要する経費に対して補助するもの 


 



内容 

１　対象者 

　　認定農業者・中心経営体・集落営農組織・農地所有適格化法人 

２　補助率 

　　事業費の１/２以内　上限２００万円 

３　対象機械等 

　　１件５０万円以上のスマート農業機械等の購入で、農林水産省 

　「スマート農業技術カタログ」に記載がある機械 




効率指標

補助金交付件数

①

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

14.000 25.00022.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

547.000 555.000 0.000

【総合評価】

評
価 Ｂ

552.000

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　８年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

12.000

その他

2,850.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

28,121.000 2,844.000 2,900.000

単位

人

件／年

ｈａ

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

970%

活動指標の増減維持理由

0

0

56%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.200

0

0.200

0

0

0

20,026

0

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

20,026

1,518

0

0

18,658

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

37,770

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

39,288

37,770

0

令和　４年度 決算

21,544

令和　５年度 決算

20,176

18,658

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 野菜・果樹・花き振興費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 施設園芸省エネルギー化支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～ 令和 6年度

根拠法令要綱 松本市施設園芸省エネルギー化支援事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・園芸施設の省エネルギー化機器・資材の導入によりゼロカーボンを推進します。 
・２カ年限定の補助金であるため、令和６年度で事業終了予定。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

施設園芸省エネルギー化支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　農業分野のゼロカーボン推進のため、栽培作物の加温に多くの化石燃料
を消費する施設園芸の省エネルギー化を図る機器及び資材導入を支援し、
燃油使用量の低減を図ることで温室効果ガスの排出削減を進めるもの。 
 
内容 
１　補助対象者　 
　　施設園芸（果樹・野菜・花き等を栽培するものをいう。）を経営して 
　いる農業者または法人 
 
２　対象施設　 
　　燃油使用暖房機を設置する園芸施設 
 
３　補助対象経費 
　⑴　電気等による熱供給機（ヒートポンプ）の購入費 
　⑵　園芸施設の保温性、採光性又は気密性を図る被覆資材等の保温資材 
　　の購入費 
　⑶　施設内の温度を均一化する機器の購入費 
 
４　補助率（市単独補助） 
　　補助対象経費の３分の２以内 
 
 

効率指標

補助金交付件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

38.000 80.00050.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　６年度

成果指標

効率指標

0.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

48%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

19,800

3,795

3,795

0.500

0

0

0

0

3,795

0.500

21,800

3,795

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

25,595

21,800

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

23,595

19,800

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　県内全域における生鮮食品の流通拠点である松本市公設地方卸売市場
の、公平公正で効率的な管理運営を行うもの


内容

１　松本市公設地方卸売市場の管理運営を指定管理者に委託

　⑴　指定管理者

　　　松本市場管理株式会社　代表取締役　細澤　栄貴

　⑵　指定期間

　　　令和４年度から令和８年度まで（５年間）

　⑶　指定管理料

　　　２３７，９８２千円

　⑷　業務内容

　　ア　市場施設の使用指定及び使用許可に係る業務

　　イ　市場施設の維持管理に係る業務

　　ウ　施設使用料の賦課及び徴収に係る業務

　　エ　市場の売買取引等に係る業務


効率指標

市場取扱高

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

市場一般管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・指定管理者制度導入後１２年目となるが、現指定管理者は施設の設置目的を理解し効率的で公正・公平な
管理運営を行っていると認識している。

・令和５年度に市場の今後のあり方を検討したが、関係者との協議を要する課題等が残っていることから、
それらについて検討し方向性を決定する。 ○

連絡先 0263-34-3221

事業期間 その他公設地方卸売市場特別会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 行政施設 経常経費

事業種別平成 元年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

31

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 市場一般管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 市場一般管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・令和４年度以降は、電気料金の高騰に伴い指定管理料が増額したことから事業費が増加

・令和５年度は、インボイス制度への対応に伴う集中管理システムの改修及び市場のあり方検討調査業務を委託したことから事業費が増
加

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

418,991

412,160

0

令和　４年度 決算

283,500

令和　５年度 決算

255,025

248,194

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

6,831

0.900

0

0

123,070

69,880

6,831

0.900

219,210

6,831

70,569

5,313

112,832

0

135,362

6,831

0

0

0.700

0

0

5,313

103,704

63,106

0

278,187

0

0

0

128,559

79,059

46,695

5,313

5,313

0.700

0

0.700

0

0

令和　３年度 決算

218,818

213,505

0

0

0

5,313

7,590

51,645

令和　２年度 決算

217,381

212,068

0

5,313

99,098

61,325

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

89%

一次評価

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

新型コロナの５類への移行や青果卸売業者の合併による取引先の増加等により、令和５年度は青果取扱高が約７％増加した。

0

0

一次評価

0

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

億円／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

340.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

359.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

355.000355.000 400.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 市場施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 市場施設管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 31

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成 元年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 行政施設 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3221

事業期間 その他公設地方卸売市場特別会計

分野

基本施策

○

・老朽化や故障等で市場機能が停止しないよう、緊急性の高いものから順次改修や修繕を行う必要があると認
識している。 

・市場のあり方検討の結果を踏まえた施設整備を検討していく必要がある。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

市場施設管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市公設地方卸売市場は県内全域における生鮮食品の流通拠点であるた
め、老朽化等により市場機能が停止することのないよう、収益的支出に係る
改修工事を継続実施し、機能維持及び安全確保を図る。 


内容 

１　水道メータ更新工事 

　⑴　概要 

　　　市場内に設置されている井水及び市水メーターをアナログ式から電 

　　子式に交換するとともに、各メーターにIoT-R（発信機）を接続しスマ 

　　ート化するもの 

　⑵　金額 

　　　１７，０５０千円 


効率指標

市場取扱高
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

355.000 400.000355.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

359.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

340.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

億円／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価

0

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

新型コロナの５類への移行や青果卸売業者の合併による取引先の増加等により、令和５年度は青果取扱高が約７％増加した。

0

0

89%

一次評価

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

56,018

令和　２年度 決算

81,544

80,026

0

1,518

0

24,008

令和　３年度 決算

36,871

35,353

0

0

0

1,518

7,590

24,747

1,518

1,518

0.200

0

0.200

0

0

0

429

0

0

0

0

129

0

0

0.200

0

0

1,518

0

10,606

300

1,518

0

0

18,473

1,518

1,518

0.200

0

0

0

8,930

1,518

0.200

20,830

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

31,278

29,760

0

令和　４年度 決算

1,947

令和　５年度 決算

19,991

18,473

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・令和４年度は、収益的支出に係る工事や修繕はなし。 

・整備計画に基づき、緊急性の高いものから順次改修や修繕を行い、機能維持と安全確保を図る。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 01

事業１ 市場施設整備事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 市場施設整備事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 31

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成 元年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 行政施設 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 0263-34-3221

事業期間 その他公設地方卸売市場特別会計

分野

基本施策

○

・老朽化や故障等で市場機能が停止しないよう、緊急性の高いものから順次施設や設備の改修が必要と認識
している。

・市場のあり方検討の結果を踏まえた施設整備を検討していく必要がある。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

市場施設整備事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　松本市公設地方卸売市場は県内全域における生鮮食品の流通拠点である
ため、老朽化等により市場機能が停止することのないよう、資本的支出に
係る改修工事を継続実施し、機能維持及び安全確保を図る。


内容

１　水産冷蔵庫棟冷凍設備改修工事管理業務委託

　⑴　概要

　　　水産冷蔵庫棟冷凍設備改修工事に係る管理業務を委託するもの

　⑵　金額

　　　２，４２０千円

２　水産冷蔵庫棟冷凍設備改修工事

　⑴　概要

　　　経年劣化による故障が頻発しており、また、現在使用している冷媒

　　ガスの製造が終了していることから、改修工事を行うもの

　⑵　金額

　　ア　機械設備工事　　１１９，６８０千円

　　イ　電気設備工事　　　４１，８００千円

３　水産冷蔵庫棟電動防熱扉更新工事

　⑴　概要

　　　経年劣化に伴い、水産冷蔵庫棟内の各冷凍・冷蔵庫の電動防熱扉に

　　変形や歪みが生じていることから、更新工事を行うもの

　⑵　金額

　　　５０，６００千円


効率指標

市場取扱高
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

355.000 400.000355.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

359.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

340.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

億円／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価

0

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

新型コロナの５類への移行や青果卸売業者の合併による取引先の増加等により、令和５年度は青果取扱高が約７％増加した。

0

0

89%

一次評価

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

41,668

令和　２年度 決算

43,186

41,668

0

1,518

0

0

令和　３年度 決算

1,518

0

0

0

0

1,518

7,590

0

1,518

1,518

0.200

0

0.200

0

0

0

209,440

0

0

209,400

0

0

0

214,500

0.200

0

0

1,518

0

0

40

1,518

0

0

0

2,277

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

23,870

2,277

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

26,147

23,870

0

令和　４年度 決算

210,958

令和　５年度 決算

216,777

214,500

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・工事費が多額となったことから、令和４年度及び令和５年度は起債を活用して事業を実施

・整備計画に基づき、緊急性の高いものから順次改修工事を行い、機能維持と安全確保を図る。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 農業の課題解決プラットフォーム運営事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業の課題解決プラットフォーム運営事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

なし

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

維持

コスト

連絡先 34-3221

農業委員会事務局

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　遊休農地や担い手問題、地産地消の推進等の農業現場が抱える課題を、食産業、環境、地域、観光、教育等
の農業が関連する分野とも連携し、利害関係者が多角的に解決策を協議する場として有効で今後の成果が期待
できる。

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

学校給食に地場農産物（松本地域産物）を使用する割合

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

農業の課題解決プラットフォーム運営事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　高齢化や担い手対策、６次産業化、地産地消、環境にやさしい農業など多
様化する農業の課題を効果的かつ具体的に解決するため、利害関係者による
協議の場を設置・運営するもの。 



内容 

１　プラットフォームの運営 

　⑴　コア会議 

　　・課題の整理、利害関係者による課題別検討部会の調整を行う 

　　・農業委員会、信州大学、農業者及び市（産業振興部）で構成 

　⑵　課題別検討部会 

　　・コア会議が整理した個別課題に応じて利害関係者が具体的な解決 

　　　策を協議する場 

　　・農業者、ＪＡ、食品加工業者、消費者等の利害関係者で構成 



２　経過 

　　R5.11～　コア会議を設置して２つの大枠課題を整理 

　　　　　① 新しい農業の発信地・松本の売込み 

　　　　　　 → 産地の魅力を発信し若い農業者を呼び込む方策の検討 

　　　　　② 個性を生かした中山間地の再生・活用 

　　　　　　 → 農地を持続的かつ有効に活用する方策の検討　 

　　R6. 3～　整理した課題に対し、利害関係者の協力を得て検討部会を 

　　　　　　 発足させて解決策の協議を開始 







効率指標

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

令和　９年度

効率指標

その他

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

18.000 19.000 21.000

単位

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

概ねなっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

86%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 C

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

49

3,036

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

140

3,036

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

3,176

140

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

3,085

49

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和５年度補正予算で新規に事業を開始したため。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　国内外の様々な経営環境の変化に対応可能な農業経営への転換を図ろうと
する担い手を支援するため、農業用機械等の導入に対し助成を行うもの。 





内容 

１　補助対象経費 

　　融資を利用し農業機械・農業施設等を取得する場合に、一部を補助す 

　るもの。 

２　補助率　１/２ 

　　限度額：個人1,500万円、法人3,000万円 

３　助成対象者 

　　人・農地プランに位置付けられた中心的経営体等 




効率指標

補助金交付件数

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

担い手確保経営強化支援対策事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　補助事業を活用した経営規模拡大等により経営安定、農業収益の向上を推進します。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業助成金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

なし

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農業者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業者育成事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1,518

0

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

22,118

20,600

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

0

1,518

0

0

0

0

0

1,518

20,600

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

0.000

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

0.0001.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　耕作放棄地の防止や、農業・農村の有する多面的機能の維持・管理を発揮
するために地域が行う農地・水路等施設の維持管理、農村環境の向上に関す
る活動に対して支援するもの。 





内容 

　農業者等が共同して取組む地域資源基礎的な保全活動や地域資源の質的向
上を図る活動に対して支援するもの。 



１　事業主体：農地・農業用水等の施設を保全する活動組織　 



２　令和５年度活動実績 

　⑴　農地維持支払 

　　　49組織、　4,331ha、　　116,435,728円 

　⑵　資源向上支払（共同活動） 

　　　35組織、　2,525ha、 　　46,810,188円 

　⑶　資源向上支払（長寿命化） 

　　　38組織、　4,048ha、　　100,322,228円 

　⑷　交付金合計　　　　 　　263,568,144円 

　　　 （交付割合：国50％、県25％、市25％） 

　⑸　活動推進費（事務費等） 

　　　事業推進用消耗品費、郵送費 370,000円 

　　　　　　　　　　　（交付割合：国100％） 







効率指標

活動取組面積（農地維持支払面積を基準）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

多面的機能支払交付金事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　優良な耕地を維持保全するとともに、耕作放棄の防止、農地・水路等の地域資源や農村環境の保全活動を支
援するために継続

○

連絡先 34-3223

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 多面的機能支払交付金事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 多面的機能支払交付金事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01

1154



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

352,430

317,540

0

令和　４年度 決算

291,625

令和　５年度 決算

298,828

263,938

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

30,360

4.000

238,260

0

0

0

30,360

4.000

79,280

34,890

64,264

34,131

0

0

65,522

34,890

198,416

0

3.900

0

0

29,601

0

0

0

257,494

0

193,230

0

0

0

65,570

34,131

29,601

3.900

3,020

2.900

0

0

令和　３年度 決算

298,141

264,010

0

198,440

0

22,011

7,590

15,313

令和　２年度 決算

229,918

204,887

0

25,031

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

96%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

189,574

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

4,530 4,530 4,530 4,530

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

ｈａ

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

4,215.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

4,209.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

4,328.0004,331.000 4,490.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　安定した農業経営基盤を確保するため、県が実施する土地改良事業に対し
割合に応じて費用の一部を負担するもの。 







内容 

１　県営土地改良事業 

　⑴　かんがい排水事業（梓川右岸地区・新村堰地区） 

　　①　負担割合：国50％、県25％、地元（市25％～12.5％、 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　地元0～12.5％） 

　　②　事業内容：用水路整備 

　　③　事業費・負担金：事業費296,000千円・69,500千円 

　⑵　畑地帯総合整備事業（中信平左岸地区） 

　　①　負担割合：国50％、県27.5％、市22.5％ 

　　②　事業内容：畑灌がい施設整備 

　　③　事業費・負担金：102,000千円・3,947千円 

　⑶　農村地域防災減災事業（今村堰地区） 

　　①　負担割合：国55％、県37％、市8％ 

　　②　事業内容：頭首工等整備 

　　③　事業費・負担金：35,000千円・1,740千円 







効率指標

かんがい排水事業に対する補助（地区事業数）

畑地帯総合整備事業に対する補助件数（地区事業数）

農村地域防災減災事業に対する補助件数（地区事業数）

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

県営土地改良事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　農家の負担を軽減し、安定した農業基盤を整えて農業経営向上につなげ、今以上に生産性を高めるため、今
後も支援は必要

○

連絡先 34-3223

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

②

③

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 県営土地改良事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 県営土地改良事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

22,140

22,140

0

令和　４年度 決算

267,400

令和　５年度 決算

84,291

75,183

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

9,108

1.200

0

9,100

0

0

9,108

1.200

13,040

9,108

258,292

9,108

0

0

41,683

9,108

0

33,500

1.200

0

0

9,108

0

0

0

258,292

0

0

0

0

0

232,420

9,108

9,108

1.200

0

0.500

0

0

令和　３年度 決算

241,528

232,420

0

0

0

3,795

7,590

32,150

令和　２年度 決算

35,945

32,150

0

3,795

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

200%

50%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

50%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件

件

件

対象指標

活動指標

令和　７年度

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

2.000

その他

3.000 1.000

令和　７年度

令和　７年度

1.000

成果指標

2.000 1.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2.000

3.000

達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

1.000 2.000

1.000

2.000

2.000 1.000

0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 01

事業１ 団体営土地改良事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 団体営土地改良事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

維持

コスト

連絡先 34-3223

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　農家の負担の軽減と、安定した農業経営を継続するため、今後も支援は必要

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

団体営土地改良事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地域の実情を把握している土地改良区等の団体が、地域のニーズに応じた
農地や農業施設等の農業基盤に対するきめ細やかな整備を促進し、農業経営
の安定化、農業競争力の強化、担い手への農地の集積を図るもの。 







内容 

　土地改良区、市町村等の団体が国や県の補助を受けて実施する農業基盤 

整備について、事業費の一部を補助及び負担するもの。 



　⑴　事業主体：土地改良区、市町村等 

　⑵　事 業 名：農業用水路等長寿命化・防災減災事業 

　⑶　負 担 率：各メニューに定められた割合で、国、県、市町村、 

　　　　　　　　地元が負担する。 






効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

2,611

2,080

0

0

0

0

7,590

2,080

531

531

0.070

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

20,500

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3,073

1,518

1,518

0.200

51,950

0

0

0

1,518

0.200

4,540

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

56,490

56,490

0

令和　４年度 決算

0

令和　５年度 決算

25,091

23,573

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 単独耕地事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 単独耕地事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

②

③

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3223

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　国、県の補助を受けられないような規模のものに補助をする事業で、農家や農業団体からの要望も多いた
め継続することが必要。 

　農道や排水路は経年による老朽化が進行しており、補修工事の継続は必要

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

単独耕地事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　国や県の土地改良補助事業に該当しない比較的小規模な事業を対象に支
援し、荒廃農地の抑止に繋げ地域の生産性向上を図るもの。 







内容 

１　土地改良事業に関する補助事業 

　⑴　調査計画事業（土地改良に必要な調査計画に要する経費補助） 

　⑵　農業用用排水施設整備事業（農業用用排水施設の新設・改良に関す 

　　る経費補助） 

　⑶　農道整備事業（農道の新設・改良・補修に要する経費補助） 

　⑷　ため池整備事業（ため池整備に要する経費補助） 

　⑸　小規模土地基盤整備事業（区画整理・暗渠排水・客土及び土層改良 

　　に要する経費） 

　⑹　荒廃樹園地整備事業（伐根・聖地・廃材処理等に要する経費） 

　⑺　農業用安全施設整備事業（農業用施設の設置に要する経費補助） 

　⑻　耕地災害復旧事業（異常気象により被災した農地及び農業用施設の 

　　復旧に要する経費補助） 



２　活動実績（R6.3末） 

　⑴　市単土地改良事業補助金：37,838千円／95件 

　⑵　市単原材料費：　　　　　 2,429千円／34件 

　⑶　市単工事請負費：　　　　41,969千円／49件 







効率指標

市単独土地改良事業補助件数

市単独原材料支給件数

市単独工事件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

0.000 0.000

95.000 0.000

0.000 0.000

0.000

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

97.000

31.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

令和　７年度

49.000

成果指標

54.000 52.000

効率指標

98.000

その他

34.000 34.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

令和　７年度

単位

件

件

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

2,416 2,416 2,416 2,416

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

68,838

令和　２年度 決算

83,553

68,838

0

14,715

0

0

令和　３年度 決算

106,133

87,019

0

0

0

12,903

7,590

87,019

19,114

16,698

2.200

1,812

1.700

0

0

0

88,864

0

0

0

0

0

163

0

2.200

0

0

16,698

0

0

88,864

19,114

0

0

89,306

19,114

16,698

2.200

180

0

130

30

16,698

2.200

94,400

19,114

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

94,740

94,740

0

令和　４年度 決算

107,978

令和　５年度 決算

108,583

89,469

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 農村公園管理費

５－７緑を活かした魅力あるまちづくり 款 06 事業２ 農村公園管理費

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

縮小

５都市基盤・危機管理

５－７緑を活かした魅力あるまちづくり

前年度の結果 今後の見込み

事務事業名

縮小今後の実施方向性

会計種別

耕地課

総
合
計
画

増大削減

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3223

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　高齢化人口減少化を反映し公園の利用者数は以前ほど多くはない。
　遊具は安全基準の変更や経年による老朽化により毎年修繕費等が必要となる。
　遊具の撤去・敷地の適正化等、規模の縮小や用途の変更について検討を進めたい。
（隣接している公共施設（公民館等）と併せて地域の避難所に指定されているものもあり公園の廃止要望は
少ない）

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

農村公園管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的
　農村地域における地域住民のコミュニティづくりを図るために整備した
農村公園の維持管理を行うもの。

内容
　利用者が安全・安心・快適に施設を利用できるよう、施設の修理や補
修、樹木の剪定、突発的なトラブルへの対応を実施

１　修繕（修理・補修・樹木剪定）　修理：１園
　　　　（遊具、トイレ）　　　　　剪定：２園
　　　　　　　　　　　　　　　　　工事：３園
２　管理
　　公園内清掃業務の委託
　　指定管理による農村公園の管理運営

３　農村公園の数
　⑴　本庁管内：12（令和6年2月に1園廃止）
　⑵　奈川地区： 1
　⑶　梓川地区： 7
　⑷　波田地区： 1
　⑸　四賀地区： 2

効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

二次評価（外部評価）

1970年代から、農村の生活環境と農業生産基盤の整備を同時に行う目的で始まり、農業施設の整備に関連
し、都市公園に対応して農業居住者の憩いの場を提供する目的で造られた公園である。制度自体が50年を迎
えつつある中で、農村コミュニティの創出から、子育て教育環境の充実や、防災拠点の役割も付加され、地
域のインフラの一つになっているものと理解します。
その上で、公園自体の維持・管理も必要だが施設の老朽化や更新、植栽等の管理も必要になっていく中で、
これらの公園を将来的にどのように使うのか、公園ごとに検討も必要と思われます。一方で、時代を経る中
で、なぜこのような公園が必要で、造られたのかという理解も必要だと思います。避難所になっている、防
災拠点であるということも周知しながら、代替はできないのか、どう維持するべきか、皆で整備する方法は
ないかなど、行政も担いながらどう維持するのか将来像を描いておく必要があると思いました。
廃止要望は関わりや直接的な支出や労務がないと出づらく、自分たちで維持しているものという意識も生ま
れにくいため、地域としての将来的な必要性を確認しておく必要があると思います。
その上で、対象指標としては、行政の「管理が必要な農村公園数」であり、活動指標としては、「整備でか
かっている経費（管理費）」で、成果・効果としては、掛かるであろう経費に対してどのように節約できた
か、あるいは地域ニーズをつかみサービス向上につなげたかを示す必要があると思います。投入コストと人
員を年増するのであれば、必要な更新の具体を示すことが求められると思います。経費が増える理由とし
て、所管公園の増、強風等による敷地内倒木等への対応で増額とあるように、今後こうした事象は増えるも
のと想定されます。その際に、「地域のコミュニティ」を形成することを目的とした公園であれば、管理を
通じてこの意識醸成を図るような取り組みも必要と考えます。

成
果

今後の見込み

縮小

維持

上昇

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

コスト

削減 維持 増大

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

302 302 302 302

0

活動指標の増減維持理由

0

0

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

4,850

令和　２年度 決算

8,188

4,850

0

3,338

0

0

令和　３年度 決算

10,494

6,397

0

0

0

3,036

7,590

6,397

4,097

3,795

0.500

302

0.400

0

0

0

7,464

0

0

0

0

0

0

0

0.500

0

0

3,795

0

0

7,464

4,097

0

0

7,259

4,097

3,795

0.500

0

0

0

0

3,795

0.500

8,970

4,097

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

13,067

8,970

0

令和　４年度 決算

11,561

令和　５年度 決算

11,356

7,259

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

　令和３年度の組織改正による所管公園の増、強風等による敷地内倒木等への対応で増額となったもの。

千円

千円

0

0千円

人
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【事 業 の 評 価】

【総合評価】

評
価 Ｂ

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

一次評価 B
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 01

事業１ 土地改良施設維持管理適正化事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 土地改良施設維持管理適正化事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3223

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　農業用水利施設は多面的機能の発揮など公益的な役割がますます大きくなってきている。 

　その半面、経年による施設の老朽化は着実に進んでいく継続的な施設の整備・補修は今後も必要

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

土地改良施設維持管理適正化事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

"(趣旨・目的 
）,
　土地改良施設（農業用水利施設）を改修し、農業生産基盤及び農村生活環
境の整備改善を図るもの 







内容 

　土地改良施設の計画的な補修を行うため、土地改良区が国の採択を受けて
実施する土地改良事業に対して補助金を交付するもの 

【実施改良区】 

　１　長野県梓川土地改良区 

　２　長野県中信平右岸土地改良区 

　３　松本市奈良井川土地改良区 

　４　松本市寿土地改良区 

　５　長野県両内田土地改良区


【交付件数等】 

　１　長野県梓川土地改良区　　　　２件
　２　長野県両内田土地改良区　　　１件
　３　松本市奈良井川土地改良区　　１件






効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

6,860

令和　２年度 決算

7,619

6,860

0

759

0

0

令和　３年度 決算

5,803

5,044

0

0

0

759

7,590

5,044

759

759

0.100

0

0.100

0

0

0

2,972

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

2,972

759

0

0

2,666

759

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

1,390

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

1,390

1,390

0

令和　４年度 決算

3,731

令和　５年度 決算

2,666

2,666

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人

1166



事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 01

事業１ 水利施設管理強化事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 水利施設管理強化事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3223

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　国が整備した農業用水利施設は適切な維持管理によって多面的機能を発揮しており、今後も安定的な維持
管理体制が必要

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

水利施設管理強化事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　国営事業等で整備した農業水利施設が持つ多面的機能（※）を継続的に
発揮させるため、施設の管理体制を整備する（農業水利施設を管理する土
地改良区に対して、施設維持管理費の補助を行う）もの。 

（※）多面的機能：農業水利施設の持つ機能は農業だけにとどまらず、水
源の涵養（かんよう）、洪水の調整、地区の景観の保全、防火用水等に広
く関わっている、という考え方。 







内容 

　農業水利施設の維持管理費のうち、多面的機能の発揮に対応した経費と
施設の整備補修に要する経費について補助するもの。 

　令和２年度までの「国営造成施設管理体制事業」のうち「多面的経費」
にかかる部分が令和３年度に新設された「水利施設管理強化事業」に移行
したもの。 

【実施団体】 

　中信平土地改良区連合 

　⑴　長野県梓川土地改良区 

　⑵　東筑摩郡波田堰土地改良区 

　⑶　東筑摩郡黒川渡堰土地改良区 

　⑷　長野県中信平右岸土地改良区 

　⑸　長野県中信平左岸土地改良区 







効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　２年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

8,105

8,105

4,862

0

0

0

7,590

3,243

759

759

0.100

0

0.000

0

0

0

10,630

6,378

0

0

0

0

7,350

0

0.100

0

0

759

0

0

4,252

759

0

0

4,900

759

759

0.100

8,320

0

0

0

759

0.100

5,550

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

13,870

13,870

0

令和　４年度 決算

10,630

令和　５年度 決算

12,250

12,250

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 県土地改良事業団体連合会

目 01

事業１ 負担金

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 県土地改良事業団体連合会

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

維持

コスト

連絡先 34-3223

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　土地改良事業の専門組織であり、技術援助・情報提供を受けるため継続は必要

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

負担金（農地費）

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　土地改良事業を推進するため農業農村振興に資する団体へ負担金を拠出
するもの。 







内容 

　長野県土地改良事業団体連合会（長土連）へ負担金を支出する。 

【長野県土地改良事業団体連合会の活動実績】 

　１　土地改良事業に対する技術援助 

　２　農地・農業用施設の災害復旧に対する技術援助 

　３　土地改良事業に対する教育及び情報の提供 

　４　土地改良区体制強化事業の実施 

　５　水利施設等保全高度化事業の実施 







効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 4年度実績 達成度R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

40

令和　２年度 決算

799

40

0

759

0

0

令和　３年度 決算

965

206

0

0

0

759

7,590

206

759

759

0.100

0

0.100

0

0

0

35

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

35

759

0

0

320

759

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

170

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

170

170

0

令和　４年度 決算

794

令和　５年度 決算

320

320

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

　県営事業等の規模に応じて負担金が算出されるもので、令和４年度は国の補正予算により前倒しとなったため増額となったもの。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業用水の水質保全及び生活環境の整備のため、農業集落排水処理施設を
適正に維持管理するもの。 





内容 

１　実施内容 

　　農業集落排水処理施設維持管理業務（島々・大野田・稲核） 

　 

２　活動内容　 

　　排水処理施設からの放流水の水質確保及び施設の劣化防止 

　　⑴　汚水処理場の維持管理（島々、大野田及び稲核地区） 

　　　　巡回管理　１回／週（年52回）、水質検査　１回／月（年12回） 

　　⑵　マンホールポンプ施設（島々２基、稲核３基） 

　　　　巡回管理　１回／月（年12回）、清掃点検　１回／年 






効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

安曇地区維持管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　各処理場の建設年度は島々（Ｈ８）、大野田（Ｈ１０）、稲核（Ｈ１２）とそれぞれ設置以来２０年以上が
経過しており施設の老朽化が進んでいる。 

　ポンプ類や計器類は日常の点検や修理等により正常に機能しているが、更新時期を迎えた機器が多い。 

　このため、日常の維持管理業を適切に行うことは施設の延命化に必要 ○

連絡先 78-3004

事業期間 その他農業集落排水事業特別会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 その他施設 経常経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

20

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 安曇地区維持管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 安曇地区維持管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

　令和５年度は修繕料が増加したもの。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

29,842

29,540

0

令和　４年度 決算

22,501

令和　５年度 決算

25,676

24,615

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

11,520

0

0

0.000

18,020

302

9,490

1,061

9,927

0

14,688

1,061

0

0

0.100

0

0

759

12,401

0

0

21,440

0

0

0

11,950

0

5,749

1,061

759

0.100

0

0.200

0

0

令和　３年度 決算

19,211

18,150

0

0

0

1,518

7,590

6,153

令和　２年度 決算

20,193

18,675

0

1,518

12,522

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 302 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業用水の水質保全及び生活環境の整備、並びに農業集落排水処理施設の
機能維持等の適正化を図るもの。 





内容 

１　実施内容 

　　安曇（島々・大野田・稲核）地区の農業集落排水処理施設にある各処理 

　槽を長寿命化対策として大規模改修するもの。 



２　活動内容 

　【施設機能強化工事計画】 

　　Ｒ2～3　島々地区機能強化工事 

　　Ｒ4～5　大野田地区機能強化工事 

　　Ｒ6～7　稲核地区機能強化工事 






効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

安曇地区施設改良事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　各処理場の建設年度は、島々（Ｈ８）、大野田（Ｈ１０）、稲核（Ｈ１２）とそれぞれ設置以来２０年以上
が経過しており施設の老朽化が進んでいる。 

　ポンプ類や計器類は日常の点検や修理等により正常に機能しているが、更新時期を迎えた機器が多く、能力
の低下などが発生してきており計画的な機器の更新が必要 ○

連絡先 78-3004

事業期間 政策的事務農業集落排水事業特別会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 その他施設 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

20

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 安曇地区施設改良費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 安曇地区施設改良費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和５年度は、長寿命化対策の事業計画による設計業務により増加したもの。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1,704

1,100

0

令和　４年度 決算

2,051

令和　５年度 決算

4,746

3,685

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

1,100

0

0

0

0.000

0

604

90

1,061

0

0

885

1,061

0

2,800

0.100

0

0

759

0

0

0

990

0

0

900

0

0

50

1,061

759

0.100

0

0.200

0

0

令和　３年度 決算

4,361

3,300

1,650

0

1,600

1,518

7,590

62

令和　２年度 決算

2,442

924

462

1,518

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

400

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 302 604

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業用水の水質保全及び生活環境の整備のため、農業集落排水処理施設を
適正に維持管理するもの 





内容 

１　事業内容 

　　小規模排水施設維持管理業務（野沢地区） 



２　活動内容 

　　小規模集合排水処理施設の維持管理 

　　⑴　巡回管理　１回／月（年12回）、水質検査　１回／年 

　　⑵　マンホールポンプ施設巡回管理　 

　　　　　　　　　１回／月（年12回）、清掃点検　１回／年 





効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

小規模集合排水施設維持管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　野沢小規模排水処理施設の建設年度は平成１２年度と設置以来２０年以上が経過しており、施設の老朽化が
進んでいる。 

　ポンプ類や計器類は日常の点検や修繕等により正常に機能しているが、更新時期を迎えた機器が多い。 

　施設の延命化を図るためにも、日常の維持管理業務を適切に行うことは必要 ○

連絡先 78-3004

事業期間 その他農業集落排水事業特別会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 その他施設 経常経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

20

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 小規模集合排水施設維持管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 小規模集合排水施設維持管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和5年度は電気料と修繕費が減少したもの。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1,362

1,060

0

令和　４年度 決算

1,090

令和　５年度 決算

1,739

678

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

200

0

0

0.000

860

302

890

0

200

0

478

1,061

0

0

0.100

0

0

0

200

0

0

1,090

0

0

0

200

0

270

1,061

759

0.100

0

0.200

0

0

令和　３年度 決算

1,531

470

0

0

0

1,518

7,590

270

令和　２年度 決算

1,988

470

0

1,518

200

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 0 302 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業集落排水事業特別会計の一般管理費 





内容 

１　実施内容 

　　農業用水の水質保全及び生活環境の整備、農業集落排水処理施設の機能
維持等の適正化、公営企業会計への移行並びに上下水道局への業務移管に向
けた準備にかかる経費 


 




効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 5年度

一般管理事業

分野

基本施策

令和 6年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　令和5年度の特別会計では人件費が事業費に計上されていないが、令和6年度からの公営企業会計では、人件
費を予算計上するため、事業費の増加が見込まれる。

○

連絡先 78-3004

事業期間 その他農業集落排水事業特別会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別安曇 その他施設 経常経費

事業種別令和 5年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

耕地課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

20

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 一般管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 一般管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01

1177



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

　令和５年度は、農集排排水使用料負担軽減事業による料金システム改修費が増加となったもの。 

　また、令和６年度以降は人件費の計上により事業費が増加する見込み。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

8,772

8,470

0

令和　４年度 決算

4,141

令和　５年度 決算

5,081

4,020

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　６年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

0

0.000

8,470

302

3,080

1,061

0

0

4,020

1,061

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

3,080

0

0

0

0

0

3,510

1,061

759

0.100

0

0.200

0

0

令和　３年度 決算

4,571

3,510

0

0

0

1,518

7,590

5,240

令和　２年度 決算

6,758

5,240

0

1,518

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 302 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 3年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 4年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 R 6年度見込 目標値

1178




